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 本論文の目的は、公的セクターによる活動について、経済学的な観点から評価を行い、
今後の制度設計のための端緒を探ることである。本論文では、警察による交通違反取締り
の効果について関心を集中し、それを分析することで、将来における真に効果的な交通違
反取締りのための考え方を示す。 
 多くの公的セクターによる活動のうち、警察による交通違反の取締りについて取り上げ
るのは、以下の理由による。すなわち、第１に、交通違反の取締りがわたしたちと密接に
関係し、人々の関心が極めて高いものであること、第２に、交通違反取締りの効果につい
てはっきりとしたことがあまりわかっていないこと、そして第３に、交通違反の取締りが
警察業務の中で多くの比重を占め、その過大な負担になっていることである。 
 また、交通違反の取締りに関する統計もさることながら、それが作用して効果を与える
ことになる交通事故の統計も長期間残されてきた。これにより、因果関係が明白な両者に
関して定量的に認識できることで、計量経済学的手法を用いる分析が可能である点も、警
察による交通違反の取締りに焦点を当てた大きな所以である。 
 本論文は、序章及び５つの章で構成されている。 
 序章では、本論文を執筆するにあたっての動機・目的を述べる。 
第１章では、交通違反取締りの効果を分析した先行研究を整理し、本論文における分析
の方法について言及する。 
第２章では交通事故情勢について、第３章では交通違反取締りについて述べる。これら
の章では、長年にわたる交通事故や交通違反取締りに関するデータ、すなわち、効果分析
の背景となる客観的事実がまとめられおり、これらは効果分析における説明変数、被説明
変数として用いることになる。 
第４章では、前２章のデータをもとに、交通違反の取締りについての効果を分析し、そ
の結果を検証する。 
そして第５章では、前章での検証を踏まえ、本論文における一定の結論について述べる。
併せて、制度設計にあたって留意すべきことについて言及する。 
総じて、交通違反取締りには一定の交通事故抑止効果がある一方で、警察の取締関係予
算については、交通事故との間に正の相関関係があり、これまでの両者の関係に関する考
え方とは異なっていることを述べる。 
また、結果が極めて重大である交通死亡事故を減らすには、信号無視や一時不停止とい
った交通違反を重点的に取締ることが効果的であり、相当な数の速度違反の取締りを行っ
てきた従来の活動の在り方を改めるべき必要があることを述べる。 
 そして、取締りの非網羅性や安全運転義務違反が原因となる交通事故の抑止、あるいは
交通安全対策特別交付金制度など、交通違反取締りについては他にも検討しなければなら
ない課題があるものの、交通事故情勢を取り巻く環境的要素の安定化や、警察が限りある
リソースで多様な業務を行わなければならない現状に鑑みるに、取締りの件数もある程度
必要ではあるが、積極的に取締るべき違反について、これまでとは考え方を変えるべきで
あると結論づける。 
ただし本論文は、あくまでも今後の効果的な交通違反取締りのための「基礎的資料」に
すぎない。本論文における分析を端緒として、これから交通違反の取締りに関してさまざ
まな調査研究が行われ、それが真に効果的な交通違反取締りにつながり、交通安全の水準
という社会全体の利益が増進することを期待するものである。 
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序章 本論文の動機・目的 
 
交通違反の取締りによって、わたしたちは日頃から交通安全という社会全体の利益を享
受している。その一方で、巷では取締りの不公平感や取締り手法への不満など、交通違反
の取締りに対するネガティブな考えをもつ人が尐なくない。違反切符が切られる現場に遭
遇し、違反者が警察官と揉めている場面を目撃することもある。これらは、日常生活を送
る上で車というものが必要不可欠であるために、人々が交通違反の取締りに大きな関心を
もっている、あるいはそれに対して敏感にならざるをえないことの証左である。その関心
は、つまるところ、交通違反の取締りにはどのくらいの交通事故抑止効果があるのかとい
うところに帰結するであろう。 
むろん、一般論としていえば、交通違反の取締りに交通事故抑止効果があることが肯定
されている。しかしながら、何らかの効果があることは、取締りが長らく制度として存在
している以上当然のこととして、果たしてその取締りは交通事故抑止に有効に機能してい
るのだろうか。交通安全のためのさまざまな施策があり、それらについての調査研究がな
される中で、交通違反の取締りがその対象とされる例は多くない。取締り効果の程度は、
あまりわかっていないというべきであろう。 
 また、交通違反の取締りは、行政の業務全体の中でも大量行政の典型例として考えられ
ている。国や地方公共団体の財政状態が厳しくなる一方で、未解決事件やサイバー犯罪の
捜査、あるいはストーカー事案や暴力団対策など、従来の業務に加え、日々刻々と変化す
る新たな課題にも対応しなければならない警察組織は、より適切に人的及び経済的資源を
用いるべき状況にある。 
 そこで、今後交通違反の取締りを真に効果的なものにするにはどうすればよいのだろう
か。この課題を考えるために、これまでの交通違反の取締り効果を検証すべき必要性を感
じた。 
 以上の動機から、本論文は、これまでの交通違反取締りの効果を長期的かつ全国的な視
点から分析し、真に効果的な交通違反の取締りの端緒を探ることを目的とする。すなわち、
交通違反の取締りが交通安全の水準にどの程度の影響を及ぼすかについて、計量経済学的
手法を用いて重回帰分析をすることで統計学的な推論を得る。その結果をもとに、健全な
議論として、交通違反の取締りが交通安全の水準に対してより効果的に作用するためには、
どのように制度や運用の変更する必要があるのかを考える。 
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なお、本論文において、交通安全の水準とは、交通事故発生件数や交通死亡事故件数の
多寡によって決まるものとする。交通事故負傷者や死者数も無視できない要素であり、後
述する行政の目標としても、交通事故死者数がこれまで最も意識されてきた経緯がある。
しかしこれらは、統計的資料で示す通り、交通事故発生件数や交通死亡事故件数と一定の
相関がある。そのため、事故件数を説明することができれば、負傷者数や死者数について
も同じような示唆が得られると考えることができるのである。 
 本論文は、あくまでも今後のより効果的な交通違反取締りのための「基礎的資料」にす
ぎず、決してファーストベストの政策を提言するものではない。交通違反の取締りが半世
紀以上にわたって行われてきた今、その長い歴史を振り返り、分析することで有用な「基
礎的資料」を作成し、それをもとに、今後交通違反取締りについて社会全体の利益に資す
る制度設計がなされることを期待するところである。 
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第１章 研究の背景 
  
本章では、交通違反取締りの交通事故抑止効果に関する先行研究と、本論文における効
果分析の方法について述べる。本論文の大前提となる事柄を整理する章となる。 
 
第１節 先行研究 
 社会全体の利益たる交通安全の水準を高めるために、これまで警察をはじめとする主体
によって、幅広い視点から多数の研究が行われてきた。それは、物理的な視点、環境的な
視点、あるいは心理的な視点などからのもので、その成果は、後に触れるような交通事故
死者数の減尐に尐なからず寄与しているものと考えられる。 
しかし、本論文で取り上げる交通違反取締りの交通事故抑止効果に関する研究は決して
多くない。以下、警察もしくはその直接の関係者（警察官や警察職員など）による研究（以
下、「警察による研究」とする）と、警察に直接関係しない主体による研究（以下、「警察
以外の主体による研究」とする）に分けて、その先行研究について整理する。 
 まず、警察による研究であるが、これには効果的な交通違反の取締りを行うにはどのよ
うにすればよいかを述べる、いわば交通違反取締り論というようなもの1が相当数存在する。
一方で、それと比較して、取締りの効果の程度を論じたものは殆どない。 
一般論として、単純に交通違反の取締りを強化すると交通事故が減尐することは警察白
書をはじめとした文献で触れられている2が、その多くは単に取締りの有効性、すなわち効
果の有無を述べているに過ぎない。警察庁交通局交通指導課(1982)も、無警戒、すなわち
警察官がいない所で交通違反が起こる可能性が高いことを述べるに止まる。また、大野
(1963)は、交通違反取締りの効果とその限界について疑念をもつものの、取締件数と事故
発生件数の間の負の相関関係を示し、人々の遵法意識について論じただけである。 
その中にあって、森(1992)の車両保有台数・走行量、交通安全施設投資額ストック、交
                                                   
1 例えば、片岡(1963)、小方(1963)、越智(1971)、保良(1972)など。 
2 例えば、『昭和 48 年版警察白書』284-285 頁では、「検挙（告知）件数が多いときは交通
事故が尐ない」とある。加えて、白バイ、パトカーなどの警ら密度を高めると事故率が減
るとも述べている。 
 また、『平成１７年版警察白書』27 頁では、「全国における年間の交通違反取締り件数と
交通事故死者数の関係をみると、取締り件数が増加している時期には死者数が減尐し、逆
に取締り件数が減尐している時期には死者数が増加するという、一定の相関関係が認めら
れる」とある。 
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通違反取締り回数の３つの指標を用いた重回帰分析は興味深いものである。森は、分析結
果をもとに将来における交通事故死者数の増加を予測し、交通安全施設への投資の拡充と
「取締り力」の強化の必要性を述べる。結論は特筆すべきものではないが、警察による研
究としては、その手法の面で異彩を放つものであり、本論文とも大きく関係する先行研究
である。 
 次に、警察以外の主体による研究である。こちらは数こそ多くないが、本論文の先行研
究と呼ぶに相応しいものが存在する。 
 第１に、森本・古池・守谷(2005)である。この研究は、栃木県における交通事故と交通
違反の取締りの関係について単相関や交差相関を調べたり、時系列分析をすることで、交
通違反の取締りが交通事故の減尐に影響を与えていることと、その効果には道路利用者や
道路形状による違いこそあるものの、一定程度の持続期間があることを述べる。そこから、
取締りが行われていることをドライバーに認知させることの重要性を説く。古池・森本
(2003)も同様に、「見せる取締り」や「効果の継続期間」を強調するが、分析に際して、交
通事故全体から交通違反を伴う交通事故を抽出している点は興味深い。 
 第２に、真殿(2003)は、都道府県別の取締シェアと違反別事故シェアをまとめ、クラス
ター分析などにより、取締る違反と事故の原因となる違反がミスマッチしていることにつ
いて言及する。また、真殿(2010)では、つくば市を中心とした二輪車事故について、年齢、
ヘルメット着用の有無、衝突速度などを説明変数として重回帰分析を行い、速度という要
素が死亡確率に影響しないことを示し、取締りの在り方に疑問を呈す。 
そして第３に、桜田(1986)は、自動車１万台当たりの交通事故件数と動的違反3取締件数
の間で回帰分析を行い、違反種別の取締り効果について述べている。その上で、違反種別
の在るべき取締りの方向性を示している。桜田(1988)も、同じく回帰分析等を行うが、こ
ちらは地域比較を主眼におき、真殿(2003)のように取締る違反と事故の原因となる違反の
バランスを調べ、そこから取締りの在るべき形を説明している。 
 加えて、財団法人国際交通安全学会4の『交通安全と交通取締りに関する基礎的研究報告
書』は、交通違反取締りに関して、その効果をはじめ、地域性、季節性、都道府県別傾向
などについて包括的にまとめている。さまざまなミクロ的な視点から交通違反取締りの効
果について論じているのである。この中では、「取締りは事故減尐に効果があるが、（中略）
                                                   
3 動的違反とは、交通違反のうち、駐停車違反と免許不携帯の静的違反を除くものをいう。  
4 現公益財団法人国際交通安全学会 
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取締りレベルが低い場合には現れにくく、一定以上で事故減尐効果が表れ、あるレベルを
超えるとそれ以上の効果がなくなる」5という海外の事例調査についても触れている。なお、
先述の森本氏がこの報告書のプロジェクトリーダーを務めている。 
 これらの研究は、本論文と極めて近い問題意識からなされたものであり、その手法の点
からも、本論文における分析にとって大いに参考になるものと考えられる。ただ、長期的
かつ全国的な視点をもった先行研究はないといっても過言ではなく、この視点こそが本論
文の分析における大きな特色となる。 
 
第２節 分析の方法 
 本論文の主要部分（第４章）において、我々は、計量経済学的な手法を用いて、最小２
乗法による重回帰分析を行う。 
 重回帰分析は、被説明変数といくつかの説明変数の関係をモデル化することで、被説明
変数を説明変数によってどの程度説明することができるかを示す。その意義は、何らかの
経済事象の法則を数式の形で表現することで、その法則をより説得的に明らかにし、さら
に解釈、判断、検証することである。 
 この最小２乗法による（重）回帰分析は、統計学や計量経済学、あるいは会計学の管理
会計などの分野で広く用いられている。今日においては、もととなるデータを収集し、ま
とめるだけで、計算自体はエクセルの分析ツールを用いることで簡単にかつ素早く行うこ
とができる。このため、最小２乗法の応用の可能性は大いに広がっているということがで
きよう。本論文における分析も、一連の計算はエクセルを用いて行う。 
 本論文では、交通違反取締りの効果について、次の２つの観点から数式化し、そのイン
プリケーションを明らかにする。１つは、交通違反の取締りが交通事故抑止にどの程度の
効果を有するのか、もう１つは、交通死亡事故を抑止するにはどのような交通違反を取締
ることが効果的であるのかという観点である。 
ところで、交通違反取締りの効果分析に関し、この重回帰分析を用いることができる前
提として、以下のことが挙げられる。 
まず、一般に公開されているデータを集めることで分析に必要なデータがある程度揃う
点だ。後の資料で示す通り、交通事故発生件数やそれによる死者数と負傷者数、交通違反
の取締件数をはじめ、交通事故情勢に影響を与える環境要因、すなわち、人口や運転免許
                                                   
5 財団法人国際交通安全学会(2011)2 頁 
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保有者数、車両保有台数、自動車走行キロ、信号機数、あるいは警察の取締関係予算など
の統計が長く残されている。しかも、本論文が焦点を当てる交通違反の取締りに関しては、
主な交通違反についてその罪種ごとの取締件数や、交通死亡事故の第１当事者6が犯した交
通違反の罪種別件数、すなわち、交通事故の原因となった交通違反が罪種ごとに記録され
ている。これにより、交通違反の取締り全体からみた場合の分析もさることながら、交通
違反の罪種別の観点からも分析を行うことができるのである。 
 次に、分析したいファクターの因果関係が明白なことである。重回帰分析では、ある説
明したいファクターについて、別のいくつかのファクターを用いて説明するのであるが、
交通事故と交通違反取締りの関係は、後者が前者に影響を与えるというものである。重回
帰分析を用いる例の１つに、企業のディスクロージャーの度合いと株価に関するものがあ
る。この例では、企業が自ら情報を発信すればするほど株価に良い影響を及ぼすという因
果関係が考えられ、そのための分析ができる。ただその一方で、業績の良い企業、すなわ
ち株価の高い企業ほど隠すべき情報が尐なく、積極的にディスクロージャーに取り組むと
いう因果関係も考えられるため、重回帰分析を行うことが適切かどうか、疑問がないわけ
でもない。その意味で、説明変数と被説明変数の因果関係が明白であることには大きな意
味がある7。 
 これらの前提が、交通違反取締りの効果分析のための土台となるのである。 
 なお、前節で挙げた研究以外にも、このような計量経済学的手法が警察による研究に用
いられた例8がある。これは、交通違反取締りについて論じたものではないが、先述の森
(1992)の研究も合わせるに、本論文で行うような重回帰分析が、警察の立場からしても決
して突飛なものではないということができよう。 
 
小括 
                                                   
6 交通事故の当事者のうち、過失が最も重い者又は過失が同程度の場合は被害が最も軽い
者をいう。 
7 因果関係に関しては因果関係の有無を検定する手法もあるが、本稿では因果関係の存在
がある程度前提され得る事柄に関して、その関係の強度を分析するためにこの前提を置い
た。 
8 玉木(1992)、竹内(1997)。後者では、重回帰分析によって、戦後５０年間において、重
要犯罪は減尐傾向にあること、その中で警察官の定員が増加してきたこと、そして、その
増加は国の歳出額を物価指数で修正した額の増加に対応したものであることを示す。  
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 本章では、交通違反取締りの効果について、その有効性を強調する文献は多い一方で、
その効果の程度に関して一歩踏む込んだ研究が行われた例は尐ないことを述べた。また、
長期的な統計数値を用いた研究や、全国を対象としたマクロ的な研究がない点も強調して
おく必要がある。これらの間隙を突くことを試みる本論文の意義は、決して小さいもので
はないといえよう。 
 また、本論文における分析に、重回帰分析を採用することについて言及した。先行研究
の中でも、森(1992)や真殿(2010)、桜田(1986)の分析で使われている。この他にも、計量
経済学的手法を用いた、より精密な分析例もいくつか見受けられるところである。 
 次章からは、交通違反取締りの効果を分析するにあたり、その背景となる事柄について
述べていく。これから示す資料のデータは、第４章における効果分析で用いることになる。  
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第２章 交通事故情勢 
 
 本章では、まず交通事故情勢について触れる。続いて、交通事故による死者数が減尐す
る理由として考えられていることについてまとめる。そして、過去や将来における交通安
全水準の目標について述べる。章全体として、第４章の効果分析における被説明変数に関
連する部分について描写する。 
 
第１節 交通事故情勢 
まず、交通事故情勢についてみていく。【資料 2】に交通事故発生件数、交通事故死者数、
交通事故負傷者数、人口、運転免許保有者数、車両保有台数、自動車走行キロ、そして信
号機の数をまとめた。なお、２０１２年末に愛知県警における死亡事故や人身事故の計上
漏れが発覚した9が、その修正分は【資料 2】に反映されていない。 
また、【図 2-1】に交通事故死者数の推移、【図 2-2】に交通事故発生件数・交通事故負傷
者数・人口の推移、そして【図 2-3】に交通事故情勢に影響を与える４つの要素の推移を
それぞれグラフの形で示した。 
ここから、それぞれの項目についての客観的事実を確認する。 
 まず、交通事故死者数である。これは、交通事故発生から２４時間以内に死亡した者の
数をいう10。この死者数については、国の中央交通安全対策会議が作成する交通安全基本
計画の中で、かつてから目標となる数値として意識されてきた。 
死者数の推移には、大きく分けて２つの山を確認することができる。昭和４５年をピー
クとするものは第１次交通戦争、平成４年をピークとするものは第２次交通戦争と呼ばれ
る時期にあたる。平成８年以降は逓減しており、平成２４年には昭和２６年の数値を下回
るまでに至っている。かつて交通事故により１年間に１万人以上の人が亡くなっていたと
いう事実は、今となっては驚くべきことである。 
次に、交通事故発生件数と負傷者数を一緒にみていく。概して、両者は同じように推移  
                                                   
9 「愛知の交通死集計漏れ―毎年数十人 県警、改ざんは否定」『朝日新聞』平成 24 年 12
月 23 日，朝刊，14 版，39 面． 
10 交通事故死者数には、他に交通事故発生から３０日以内に死亡した者の数である３０日
以内死者や、ある年に死亡した者のうち原死因が交通事故による（事故発生後１年を超え
て死亡した者及び後遺症により死亡した者を除く）厚生統計の死者がある。なお、矢代
(2011)253 頁によれば、国際的な統計では３０日以内死者を用いることが最も多い。 
9 
 
 
 
しており、死者数と同様に２つの山がある。しかし、２つ目のピークはともに平成１６年
であり、先に述べた第２次交通戦争と呼ばれる時期とは微妙にずれていることがわかる11。
すなわち、これらの数は死者数が減尐傾向を示し始めた後もしばらく逓増していったので
ある。ただし、近年においては、両者とも死者数と同様に減尐している。 
 そして、交通事故情勢に関係する要素に関しては、いずれも右肩上がりに推移している。
近年、車両保有台数は平成１８年をピークとしてその後わずかながら減尐しているが、自
動車走行キロについては、平成１５年に頭打ちとなって以降減尐傾向にある。 
 これらを総合すると、人が増え、日本社会が成熟するともに、車の数、その走行する距
離、交通安全施設たる信号機、あるいは運転免許を持つ人が年を追うごとに一貫して増加
し、交通環境は劇的な変貌を遂げた。しかし、必ずしもそれに比例して交通事故の発生件
数や死者数、負傷者数が増加したわけではない12。たしかに正の相関を示す時期もあるが、
何らかの要因、対策によって、それらの数は抑制されてきたのである。その中には、多か
れ尐なかれ交通違反取締りの影響もあるものと考えられる。ただし、近年においては、交
                                                   
11 交通事故発生件数の１つ目のピークは昭和４４年、負傷者数のそれは昭和４５年であり、
死者数の１つ目のピークとほぼ同時期である。 
12 石井(2010)2-3 頁、矢代(2011)77 頁などに同様の指摘がある。 
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【図2-1】交通事故死者数の推移
死者数(人)
『警察白書』、『交通安全白書』、『交通事故統計年報』
及び『平成24年中の交通事故死者数について』より
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通環境に影響を与える要素の増加にも一定の陰りがみられており、時期こそ重なりはしな
いものの、交通事故や死者数、負傷者数も減尐傾向にある。 
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【図2-2】交通事故発生件数・交通事故負傷者数・人口の推移
発生件数(件) 負傷者数(人) 人口(千人)
『警察白書』、『交通安全白書』、『交通事故統計年報』
及び『平成24年中の交通事故死者数について』より
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【図2-3】交通事故情勢に影響を与える４つの要素の推移
運転免許保有者数(万人) 車両保有台数(万台)
自動車走行キロ(億キロ) 信号機 (基)
『警察白書』及び『社会生活統計指標』より
11 
 
第２節 交通事故死者数減少の理由 
近年において、交通事故死者数が減尐している理由は何なのか。警察白書では、以下の
ように述べている。すなわち、「シートベルト着用者率が向上して事故の被害が軽減されて
いること、高速で走行する車両が減尐していること、悪質・危険性の高い事故が減尐して
いること、歩行者の法令違反が減尐していること」13である。これらは、ある年を基準と
した指数を根拠とするものであり、一定の説明力があるということができる。第９次交通
安全基本計画の中では、これら４つに加え、車両の安全性の向上という要因も挙げられて
いる。 
 一般論としては、矢代(2011)の考え方がある。これは、交通事故の多寡やそれによる死
者数や負傷者数の増減は、交通量の増加による交通事故増加圧力と交通事故防止対策の効
果の関係で決まるとして、後者が前者を上回ったときに交通事故などが減るとする。ただ
し、その判断は定量的なものをもとにしたわけではなく、あくまで主観的なものにすぎな
いというべきであろう。 
 また、交通事故が再び増加し、第２次交通戦争を迎えた背景として、交通違反の取締り
や交通安全施設のための予算措置ができなかったことが挙げられている14。裏を返せば、
それらのために十分な予算措置ができさえすれば、交通事故の数を抑えることができると
考えられているのである。 
 
第３節 行政の目標 
 これまで、昭和４６年、つまり第１次交通戦争において交通事故死者数がピークとなっ
た時期から、中央交通安全対策会議によって５年毎に交通安全基本計画が作られてきた。
その中で、交通事故死者数の目標値が掲げられ、警察による交通違反の取締りをはじめ、
さまざまな対策がなされてきた15。 
 具体的な目標値は、【表 2】に示した通りである16。これらの目標値から、その時期毎の 
                                                   
13 『平成２４年版警察白書』141 頁。平成２０年版から平成２３年版の警察白書にもほぼ
同じ記述がある。 
14 『平成１７年版警察白書』17 頁、入谷(2010)21 頁など。 
15 第９次計画の中では、対策の柱として、道路交通環境の整備、交通安全思想の普及徹底、
安全運転の確保、車両の安全性の確保、道路交通秩序の維持、救助・救急活動の充実、損
害賠償の適正化をはじめとした被害者支援の推進、研究開発及び調査研究の充実の８つが
挙げられている。交通違反の取締りは、５つ目の道路交通秩序の維持の範疇にある。  
16 第１次計画では歩行者推計死者数という形で設定されているため、他の目標値と安易に
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【表 2】交通安全基本計画における目標 
計画次（年度） 死者数の目標値 
第１次計画（昭和４６～５０年度） ８０００人の半減 
第２次計画（昭和５１～５５年度） １６７６５人の半減 
第３次計画（昭和５６～６０年度） ８０００人以下 
第４次計画（昭和６１～平成２年度） ８０００人以下 
第５次計画（平成３～７年度） １００００人以下 
第６次計画（平成８～１２年度） 平成９年までに１００００人以下 
かつ平成１２年までに９０００人以下 
第７次計画（平成１３～１７年度） ８４６６人以下 
第８次計画（平成１８～２２年度） ５５００人以下 
第９次計画（平成２３～２７年度） ３０００人以下 
『第９次交通安全基本計画』より 
 
交通事故情勢の違いを垣間見ることができよう。 
なお、実績としては、当初はわずかながら目標に届かず、また、当然のことではあるが、
死者数が増加していった時期には目標を達成することはできなかった。しかし、死者数が
減尐していった第６次計画以降では、概ね目標が達成されている。 
今現在は第９次計画下にある。その目標は、平成２７年までに死者数を３０００人以下
にすること、同じく平成２７年までに死傷者数を７０万人以下にすることとされている。
また、平成２２年に設定された中期目標においては、平成３０年を目途に交通事故死者数
を２５００人以下とすることが掲げられている。 
 【資料 2】からわかるが、これまでの歴史を振り返ると、死者数３０００人以下という
目標は昭和初期における水準である。まさに驚くべき目標値である。当時と比較するに、
いや、そのような比較をすることが滑稽なまでに、交通安全を取り巻く環境はドラスティ
ックに変わった。そんな今日においてその目標を達成することは、交通環境の肥大化が落
ち着きつつあるとはいえ、至難の業であると考えられよう。 
 
                                                                                                                                                          
比較するべきではない。また、第８次計画では死者数だけでなく死傷者数１００万人とい
う数値もターゲットにされている。 
13 
 
小括 
 本章では、交通事故情勢が、かつてと比較するに格段に好ましいものになっていること
がわかった。交通事故発生件数、交通事故負傷者数とも未だに多く、交通事故死者数も決
して尐ないわけではないものの、交通安全の水準という社会全体の利益は確実に増進して
いるのである。これは、警察をはじめとした行政や、他ならぬわが国で生活する一人ひと
りの人の活動によってもたらされた結果である。むろん、交通事故情勢を芳しくない方向
に導くのも同じくわたしたちであり、今後の目標も極めて高い水準に設定されており、交
通安全のために不断の努力が必要であることに変わりはない。 
 この章で取り上げた交通事故発生件数は、第４章における効果分析において被説明変数
となる。また、その他の交通事故情勢に影響を与える要素については、モデルをコントロ
ールするための説明変数として扱う。  
14 
 
第３章 交通違反取締り 
 
 本章は、まず交通警察について触れる。そして、本論文の主眼たる交通違反の取締りに
ついて、その概要、これまで考えられてきたこと、統計的な数値、問題点について述べる。
次章における効果分析の説明変数となる部分を論じる章である。 
 
第１節 交通警察 
 まずもって、主に矢代(2011)を参考に、交通警察について簡潔に触れることにする。 
 交通警察は、「交通の取締を中心とした道路交通に係る警察活動をその任務とする」17。
その主要な行政目的は、「交通の安全、円滑、障害の防止」である18。道路交通を構成する
人、車、道路の３要素のうちの人の管理と、道路上の「現象」たる交通管理を担い、具体
的な業務は、交通安全対策一般、交通安全教育、交通指導取締り、交通捜査、交通規制・
管制、運転免許事務の６つに分けることができるとされている19。 
 このうち交通指導取締りとは、「道路交通の場における危険な行為を防止し、（中略）道
路交通の安全と秩序を維持する警察活動」20をいい、交通違反の取締りがその核となる21。 
 
第２節 交通違反取締りの概要 
交通違反取締りの目的は、先に述べた交通警察の目的と変わらない。ただし、どの目的
も重要であるが、最も強調されるべきは交通の安全、すなわち、交通事故の抑止であろう。
その主体は、主に警察署の交通課員や地域課員（いわゆる「交番のお巡りさん」）、交通機
動隊、高速道路交通警察隊などである。取締りの対象となる交通違反については、速度違
反、信号無視、積載違反など非常に多くのものがあるが、その種類や具体的な要件等を事
細かに述べることは本論文の主眼ではない。ただ、主要な交通違反については後で示す資
料の中で触れることになる。 
越智(1971)は、交通違反の取締り効果に以下の５つの要素があると整理する。すなわち、
                                                   
17 矢代(2011)15 頁 
18 矢代(2011)26 頁 
19 矢代(2011)16-17 頁 
20 矢代(2011)103 頁 
21 交通指導取締りには、他に現場のパトロールや監視活動、主に軽微な違反や歩行者、自
転車利用者に対してなされる警告・指導がある。 
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①取締りを通じて交通法規の遵守を慣習づける教育的要素、②取締りによって再犯を防止
する矯正的要素、③取締り後の処遇や行政処分も含めて道路から危険な運転者を除く排除
要素、④数秒後に起こるかもしれない事故を未然に防ぐ直前防止要素、そして⑤威嚇的要
素、いわゆる一般予防効果である。長期的には１つ目の教育的要素、短期的には５つ目の
威嚇的要素が中心となって作用するという。 
交通違反取締りの現場では、２種類の違反切符が用いられる。まず、交通反則切符、い
わゆる青切符であるが、これは交通反則通告制度が適用される違反行為について用いられ
る。すなわち、車両等の運転者による違反行為のうち、比較的軽微であって、現認、明白、
定型なものを犯した違反者に対して用いられる。手続の簡素化や一般犯罪に対する認識へ
の悪影響を考慮して、昭和４３年より運用されている。一方の交通切符、いわゆる赤切符
は、それ以外の違反行為、例えば無免許運転、酒酔い運転、一般道における３０キロ以上
の速度違反、あるいは共同危険行為などの違反者に対して用いられる。この赤切符を受け
ると、違反者はいわゆる前科者になってしまう。また、青切符にもとづいて納付される反
則金は特別会計に入ることになる。赤切符にもとづいて納められる罰金は国庫に帰属する
ためこの点も違う。同じ交通違反取締りであっても、切符の種類によって（交通違反の種
類、程度によって）その後の制裁等が大きく異なっているのである22。 
なお、交通反則通告制度にもとづく反則行為への告知件数や取締り全体に対する割合を
示す適用率、あるいは反則金の納付額や納付率を【資料 3-1】にまとめている。比較的軽
微で現認でき明白で定型的な交通違反の取締りは非常に多く、反則金の納付率が一貫して
高いことがわかる。一方で、反則金の納付額は、ここ最近減尐傾向にあることがみてとれ
る。 
むろん、警察はむやみやたらに交通違反を取り締まっているわけではない。警察白書に
よると、現在では「機動的な交通街頭活動を推進し、違法行為の未然防止に努めるととも
に、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、信号無視等の交通事故に直結する悪質性・
危険性の高い違反及び迷惑性が高く地域住民からの取締り要望の多い違反に重点を置いた
取締りに努めている」23という。 
２０１１年からは交通指導取締り管理簿なるものが導入されている。これにより、ＰＤ
                                                   
22 高木(2010)59 頁、71 頁では２種類の切符の綴りについて詳しく述べられている。 
23 『平成２４年版警察白書』158 頁。平成２０年版から平成２３年版の警察白書にもほぼ
同じ記述がある。 
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ＣＡサイクルに従って、「交通実態等の分析、分析結果に基づく組織的な検討を経た取締り
計画等の策定、取締り等の実施、活動結果の検証と次回計画への反映」24という流れでも
って取締りを組織的に管理し、交通事故抑止に効果的な交通指導取締りが行われていると
いう。 
 このような交通違反取締りに関係する予算は【資料 3-2】に示した通りである。これは、
交通取締用車両等の整備25に関するもの、交通取締体制の充実強化26に関するものの２つ
に区分されている。 
 
第３節 交通違反取締りに関してこれまで考えられてきたこと 
交通違反の取締りについては、古くから多くのことが考えられてきた。例えば、取締り
の前段階としての警告・指導の在り方27、取締りの時間的配置、場所的配置、違反類型、
車種の検討28、件数主義に陥らないこと、あるいは警察官の応接態度に関する取締りの質29、
取締指数30などに裏付けられた取締りの量31、最も人員の多い外勤警察官（主に「交番の
お巡りさん」）の効率的な運用方法32などである。 
第１章でも述べたように、交通違反の取締りを強化しても、交通事故が減尐しない飽和
点が存在することも指摘されている33。また、「権威による取締りの効果は、人間の心理面
を考えると必ずしも有効とはいえ」ず、違反者に対して「合理的な指導の目的から警察官
にとめられたということ」を印象づけさせる必要性を述べるものもある34。 
                                                   
24 高木(2011)1 頁 
25 交通取締りの強化、交通事故処理の円滑化等を図るため、交通取締用四輪車、白バイ、
交通事故処理車等を整備する。（『平成１９年版警察白書』63 頁） 
26 交通事故事件の広域化・複雑化に対処するため、暴走族事犯、ひき逃げ事犯、雇用者等
の義務違反に起因する重要な交通事故事件等の捜査、交通事故に直結する悪質な交通違反
の取締活動の強化等に要する費用について負担し、又は補助する。（『平成１９年版警察白
書』63 頁） 
27 片岡(1963)6-7 頁 
28 片岡(1963)9-24 頁 
29 片岡(1963)24-25 頁、小方(1963)33-36 頁、越智(1971)40-41 頁、保良(1972)58-60 頁な
ど。 
30 単純に取締件数を交通事故件数で除したもので、交通事故を１件減らすためにどれくら
いの交通違反を処罰すべきかを示す数値。 
31 片岡(1963)25-28 頁、越智(1971)39-40 頁、保良(1972)54-58 頁など。 
32 小方(1963)41-51頁。他に越智(1971)31-37 頁は固定的警察力と流動的警察力を分類し、
取締りの効率的な運用を述べている。 
33 越智(1971)26 頁 
34 小林(1972)85 頁 
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これらはいずれも警察官によるものであり、交通違反の取締りについてさまざまな角度
から考えられてきたことがわかる。ただ、これらの検討の共通する問題意識は、交通違反
の取締り効果ないし効率であるといって差し支えないだろう。 
交通安全基本計画をみても同様のことがいえる。すなわち、そのいずれの計画において
も「科学的な指導取締りの推進」という項目があり、効果的、効率的な交通指導取締りの
推進が強調され続けている。交通指導取締りの中核が交通違反取締りであることから、こ
れは警察を中心とする行政の側で、計画を作成し始めた当時から一貫して、交通違反取締
りの効果、効率について課題とされてきたことの証左であり、非常に興味深い。  
一方で、１つの注目すべき視点として、交通違反取締りの効率性の考え方について述べ
るものがある。すなわち、交通違反の取締りとは、「事故防止という単一の目的ではなく、
複数の目的が存在するものであり、したがって取締活動の実績を事故防止への寄与という
一点のみからその効率性を評価し、指導取締りのあり方を考えてはいけない」35という。
本論文の趣旨とは若干相容れないものの、もつべき視点として、一定程度はこのことを踏
まえておく必要があろう。 
  
第４節 交通違反取締りの統計 
ところで、そもそも交通違反によってどのくらいの死亡事故を引き起こされているのか。
また、実際にどのくらいの取締りが行われているのか。これらを確認するために、【資料
3-3】に原因別死亡事故件数を、【資料 3-4】に罪種別交通違反取締件数をまとめた。また、
安全運転義務違反に起因する交通死亡事故件数についても【資料 5-5】にまとめた。なお、
【資料 2】と同様に、２０１２年末に愛知県警における交通事故統計の計上漏れが発覚し
た36が、その修正分は【資料 3-3】及び【資料 3-5】においても反映されていない。 
さらに、【図 3-1】に交通違反取締件数の推移を、【図 3-2】に安全運転義務違反とその他
の交通違反による交通死亡事故件数の推移を、【図 3-3】には安全運転義務違反とその他の
交通違反による交通死亡事故割合の推移をそれぞれグラフ化した。 
 これらの統計データについてはさまざまな見方があろうが、ここでは最も特筆すべきと
考えられる点についてのみ言及する。 
 
                                                   
35 保良(1972)61 頁 
36 前掲注 9 参照 
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【図3-1】交通違反取締件数の推移
交通違反取締件数（対車両） 動的違反取締件数 交通違反取締件数合計
『警察白書』、『交通安全白書』及び『交通事故統計年報』より
0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
件
年
【図3-2】安全運転義務違反とその他の交通違反による
交通死亡事故件数の推移
その他の交通違反 安全運転義務違反
『交通安全白書』及び『交通事故統計年報』より
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第１に、交通違反の取締件数のうち、その数が極めて膨大な速度違反についてである。
一瞥しただけでわかるように、速度違反の取締件数は群を抜いている。近年では、交通死
亡事故の減尐、あるいは速度違反による死亡事故の減尐とともに取締件数自体も減りつつ
はある。それでもなお２００万件を優に超えるその数に関しては、一考の余地があるので
はなかろうか。 
第２に、安全運転義務違反による交通死亡事故割合の増加である。この統計をまとめた
【資料 3-5】や、【図 3-2】、【図 3-3】からわかるように、今日においてその割合は５割を
超えて大きなものとなっている。むろん、安全運転義務違反による死亡事故が減っていな
いわけではない。ただ、交通死亡事故数全体が減る中にあって、その減尐幅は相対的に小
さなものであり、今日では交通死亡事故の原因として最も多くの割合を占めているのであ
る。 
 なお、【資料 3-4】でいう点数告知とは、シートベルト装着義務違反やヘルメット着用義
務違反、あるいはチャイルドシート使用義務違反など、違反点数のマイナスのみが行われ
る交通違反をいい、交通違反取締件数（対車両）、交通違反取締件数（その他）、その他交
通法令違反件数のいずれの項目にも含まれない数値である。取締りに至らない警告・指導
という暗数をも考慮に入れると、全体として尋常ではない量の交通違反の取締りが警察に
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【図3-3】安全運転義務違反とその他の交通違反による
交通死亡事故割合の推移
その他の交通違反 安全運転義務違反
『交通安全白書』及び『交通事故統計年報』より
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よって行われていることが実感できるだろう。 
 
第５節 交通違反取締りの問題点 
 交通違反の取締りには、いくつかの問題点がある。 
 第１に、その非網羅性ないし違反行為の日常化である。例えば、学校で子どもが友達と
一緒に同じ悪ふざけをしているのに、そのことに対して先生に自分だけが怒られると、そ
の子どもはいい気がしないだけでなく、説得的に諭されたとしても不満が残ることになる。
重大な違反行為はさておき、青切符の範疇にある速度違反をはじめとした比較的軽微な交
通違反には、潜在的な違反が相当数あり、すべての違反行為が取締られているわけではな
い。その中にあって、取締りを受けた違反者が、この子どものような気持ちを抱いても仕
方がないといえる。尐し前の記述になるが、「交通指導取締り（筆者注：交通違反取締りと
同義と考えてよいだろう）については、（中略）多くの国民が事故防止の観点から強化を求
めている反面、交通警察官の多くは国民の理解と協力が得られにくくなっていると感じて
いるという、相矛盾した状況が生じている」37という。理解や協力が「得られにくくなっ
ている」のか、もともと得られていない状態が続いてきたのかについては検討の余地があ
ろう。ただ、このような状況は、取締りの現場や取締りに対する人々の意識をまざまざと
描写するものということができよう。その意味で、小林(1972)の指摘にもあったように、
効果的な交通違反取締りのためには、その前提として、取締りがいかに感銘力のあるもの
となるかということが重要である。 
第２に、先述した安全運転義務違反についてである。安全運転義務違反とは、速度違反、
一時不停止などの類型的な行為以外で、「具体的な危険のある行為をとらえ、これを禁止す
る」38ものである。例えば、【資料 3-5】にある通り、漫然運転、脇見運転、運転操作不適
当、安全不確認などがこれに該当する。これらをみてわかるように、この違反は、通常で
は外部から認知しにくい運転技術等に関する問題であるため、交通違反の取締りには本質
的になじまないとされている39。つまり、安全運転義務違反による交通事故は、本来的な
意味での「アクシデント」であり、語弊をおそれず述べると、交通違反の取締りをもって
しては防ぎようがない交通事故と考えられるのである。そのため、安全運転義務違反以外
                                                   
37 『平成１７年版警察白書』35 頁 
38 道路交通法研究会(2010)391 頁 
39 大野(1963)146 頁 
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による交通事故をいかに防ぐかが、今後の交通事故情勢を大きく左右するポイントになる
のではないだろうか。 
 第３に、交通違反の取締りとリンクする交通安全対策特別交付金制度である。この交付
金は、青切符をもとに違反者から納付された反則金を原資として、道路交通安全施設40の
設置や管理のために使われる費用であり、特別会計の枠組みで扱われている。先述したよ
うに、これには、赤切符に該当する交通違反をした違反者が納める罰金は含まれない。年
度毎の交付金の額については、【資料 3-1】にまとめている。 
 この交通安全対策特別交付金は、毎年度予算が作成され、歳入たる交通反則者納金と歳
出たる交通安全対策特別交付金が予算化される。これは法律によって決められている41の
であるが、１つの懸念として、その予算を目指して交通違反の取締りが行われるのではな
いかと考えられる。違反者から集めたお金の使途が、交通安全という社会全体の利益のた
めという目的に限定されているということは、耳障りがよく至極まともに感じられる。そ
の一方で、制度全体の仕組みとして、取締る側に対し、交通安全の水準を高めるという目
的のためではなく、予算通りの交付金を確保するべく、取締件数という成果が求められる
環境を醸成しているのではないかという疑念を禁じえないのである。この制度は、取締る
側へのインセンティブの付与の仕方について、大いに検討の余地があろう。  
 また、これはまったくもって推測の域を出ないのであるが、駐停車違反の取締りを民間
委託した時期と携帯電話使用等違反の新設の時期が極めて近いという事実は、交付金の確
保のためのものではないかとも考えられる。 
そして第４は、速度違反の取締件数についてである。例えば、平成２３年について考え
てみる。死亡事故を抑止するために約２３０万件の速度違反を取締り、結果としてその違
反による死亡事故は２２８件であったという事実は、いかに評価されるべきか。もちろん、
その効果は速度違反による死亡事故を抑止することだけではない。しかしながら、同じ年
に２００件前後の交通事故を引き起こす原因となった他の交通違反の取締件数と比較する
に、果たしてこれが効果的な取締りであるのかどうか、甚だ疑問である。 
交通３悪42の１つとして、これまで積極的に取締りが行われ、交通事故や死者数などが
減っていることをみるに、その意義は一定程度あったといってよいのかもしれない。さは
                                                   
40 例えば、信号機、道路標識、横断歩道橋、ガードフェンス、カーブミラーなど。  
41 特別会計に関する法律 3 条 1 項 
42 交通３悪とは、速度違反、飲酒運転、無免許運転の３つの交通違反をいう。  
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さりながら、現在に至っては、それを取締る意義に疑問を感じざるを得ない。超過速度別
の取締件数をも考えるに、悪質性や危険性の高い違反を重点的に取締っているといえるの
だろうか43。交通違反の取締りが大量行政であることの大きな要因であり、警察の業務負
担を増大させるものであることからも、速度違反の取締り効果は検討しなければならない
問題点なのである44。 
 
小括 
交通違反の取締りの実態は、若干歪なものになっている感が否めない。統計をみるに、
交通事故はたしかに減っているにも関わらず、取締りの件数は未だにかなり多いというべ
きである。むろん、このような取締り水準を維持しているからこそ交通事故や死者数、負
傷者数が減っていると考えられなくもない。しかしながら、時代が移り行き、人々の考え
方も変わる中で、かつては取締りにもしかるべき意味があったであろうものの、今となっ
ては、制度そのものにライフサイクル的な限界がきているのではないか。先に示した問題
点こそがその証左である。 
交通安全という言葉や、悪質性、危険性、迷惑性の大義名分を前に、警察も人々も、そ
の「不都合な真実」を黙殺している、あるいは思考を停止しているように思われる。特に、
正義に燃える実直な警察官は、交通安全という大目的もさることながら、現場での難しさ
に打ち克つことに生き甲斐を見出す可能性がある。いわんや、交通違反取締りにおいて、
「警察官の現認は、交通違反の認定においてほぼ絶対的なものである」45。このため、効
果的な交通違反取締りのための実証分析が必要となるのである。 
この章で取り上げた交通違反取締りに関する統計は、次章における効果分析の中で説明
変数となる。むろん、これは本論文が交通違反取締りの効果を分析することに主眼をおい
ているためである。ただし本来的には、実際に切符を切った数たる取締件数ではなく、取
締り体制を敷いた回数や時間、あるいは取締りによって影響を受けた人の数やその程度な
                                                   
43 『平成２３年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締り状況について』による
と、平成２２年と平成２３年について、青切符の範疇である２０キロ以上２５キロ未満の
速度違反が速度違反取締件数全体の約３０％、２５キロ以上３０キロ未満の速度違反は約
３６％を占める一方で、赤切符の対象となる速度違反は、速度違反取締件数全体の半分も
ない。 
44 玉木(1992)は、交通行政における警察の役割に関する提言の中で、相対的な警察力の劣
化の主たる要因が交通事件処理件数の増加にあることを述べる。 
45 矢代(2011)107 頁 
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どを説明変数とするべきである。本論文では、これらに関するデータがないため、その代
理変数として先の統計を用いることとする。また、交通死亡事故件数については被説明変
数として扱う。交通安全対策特別交付金や警察の取締関係予算についても、これらが交通
事故の増減に影響を与えることから、モデルにおいて説明変数として扱う。  
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第４章 交通違反取締りの効果分析 
 
 これまでの論を受けて、本章では交通違反取締りの効果を分析する。第１章でも触れた
ように、分析には計量経済学的手法を用いるが、まず、分析の枠組みを説明し、第２章や
前章のどの統計的要素をデータとして抽出するのかについて述べる。次に、重回帰分析の
結果をまとめる。そして、その結果について検証を加える。最後に、本論文の効果分析に
おいて必ず踏まえておくべきことについて言及する。本論文の核というべき章となる。 
 
第１節 分析の枠組み 
 交通違反取締りの効果を分析するべく重回帰分析を行う。第１章で述べたように、２つ
の観点からの分析をしていく。 
１つ目の観点は、交通違反の取締りが、全体として交通事故抑止にどの程度の効果をも
つのかについてである（以下、「分析１」とする）。もう１つの観点は、交通死亡事故を抑
止するには、どのような交通違反を取締ることが最も効果的であるのかというものである
（以下、「分析２」とする）。 
これら２つの観点からの分析を試みる理由は、以下の通りである。すなわち、分析１は、
そもそもの前提として、交通違反の取締りに交通事故を抑止する効果があるのかどうかを
再検証するためである。また、分析２は、命に関わる重大な結果をもたらす交通死亡事故
を減らすためには、どのような交通違反を多く取締るべきかを検討することで、これから
の効果的な交通違反取締りのあり方を考える端緒を探るためである。 
それぞれの分析の枠組みは、次に示す通りである。 
分析１では、交通情勢に影響を与える諸要素を加味することで、交通違反取締りのもつ
交通事故抑止に対する純粋な効果について分析を試みる。すなわち、信号機数、交通安全
施設整備費、警察の取締関係予算を説明変数とするとともに、人口、運転免許保有者数、
車両保有台数、自動車走行キロを用いてモデルをコントロールすることにより、分析の説
明力を高める。 
なお、交通安全施設整備費は、【資料 3-1】の交通安全対策特別交付金の額を、平成２２
年度を基準とする消費者物価指数で割り引いた実質値である。これは純粋な交通安全施設
整備費とはいえないが、代理変数として用いることとした。前章で示した通り、交通安全
対策特別交付金は、交通違反の取締りとリンクするものである。 
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また、警察の取締関係予算は、【資料 3-2】に示した予算額を同様に消費者物価指数で割
り引いた実質値である。これも純粋に交通違反取締りのための予算とはいえないが、それ
と近いものと考えられるため、代理変数として用いることとした。 
人口、運転免許保有者数、車両保有台数、自動車走行キロ、信号機数の５つについては、
同じように右肩上がりで推移しているため、いずれか１つの要素を用いることが適切であ
ることから、ここでは【資料 2】から車両保有台数を用いることにした。 
交通違反取締件数については、いくつかの文献の中で、すべての交通違反ではなく動的
違反の取締件数をもってその値としていた例がある46。ここでもそれと同様にして、【資料
3-4】からデータを抽出した。 
まとめるに、分析１では、被説明変数を【資料 2】の交通事故発生件数とし、説明変数
を動的違反取締件数、車両保有台数、交通安全施設整備費、取締関係予算として、重回帰
分析を行った。最終的に交通安全施設整備費は説明力に乏しかったため除いた。 
 一方、分析２の枠組みでは、被説明変数を交通死亡事故件数（【資料 3-3】より）とし、
説明変数を【資料 3-4】における速度違反取締件数、一時不停止取締件数、通行禁止違反
取締件数、信号無視取締件数の４つとした。 
 あえてこの４つの違反を用いることにしたのは、これらが現在、取締件数の上位４つで
あり、かつ、近年において、これら４つで取締件数全体の半分以上の割合を占めているこ
とによる。どの交通違反を取締ることが最も交通死亡事故の抑止につながるのかを分析す
るとともに、大量行政の緩和という視点も絡めた検証につなげる意図がある。 
分析２では、その過程で、交通事故情勢に影響を与える諸要素も加味したが、説明変数
の係数がいずれも負の値を示すモデルとなったのがそれらを除いた枠組みであったため、
最終的にそれらについては説明変数として採用しなかった。 
 
第２節 分析の結果 
 では、効果分析の結果の要旨をまとめる。Ｒ²は補正後の決定係数を、ｓ²は標準誤差を
示す。有意水準は５％としている。【図 4-1】及び【図 4-2】は、分析１及び分析２のモデ
ルに、実際のデータを代入して求めたｙの推定値とｙの実際の値をグラフ化したものであ
る。 
                                                   
46 例えば、桜田(1986)。他にも警察の文献の中で見受けられる概念である。動的違反につ
いては脚注 3 を参照のこと。 
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 分析１  
  ｙ：交通事故発生件数 
  ｘ₁：動的違反取締件数 
  ｘ₂：車両保有台数 
  ｘ₃：取締関係予算 
  データ：４０ 
 
   ｙ＝４６０３２９．８１－０．０３０ｘ₁＋３９．２６ｘ₂＋３５．３２ｘ₃ 
     （５．４３）    （－４．２１） （５．１７）   （３．４８） 
     Ｒ²＝０．８４ 
     ｓ²＝６５５１２．８３ 
     （５％水準ですべて有意である） 
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【図4-1】分析１における交通事故発生件数の実際値と推定値
実際値 推定値
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 分析２  
  ｙ：交通死亡事故件数 
  ｘ₁：速度違反取締件数 
  ｘ₂：一時不停止取締件数 
  ｘ₃：通行禁止違反取締件数 
  ｘ₄：信号無視取締件数 
  データ：４２ 
 
   ｙ＝１８３４４．７０－０．００００５５ｘ₁－０．００５５ｘ₂ 
（１５．００）  （－０．１０）    （－２．１７）  
 －０．０００５５ｘ₃－０．００８４ｘ₄ 
       （－０．１９）   （－２．５７） 
     Ｒ²＝０．８３ 
ｓ²＝１０６２．９５ 
 （５％水準でｙ・ｘ₂・ｘ₄について有意である） 
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【図4-2】分析２における交通死亡事故件数の実際値と推定値
実際値 推定値
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第３節 分析結果の検証 
では、それぞれの分析結果について検証を加える。 
前提として、Ｒ²はいずれも０．８以上であり、モデルの説明力に関しては問題ないと
いえる。また、データの数についても申し分ない。ただし、分析２についてはｘ₁及びｘ₃
のｔ値が極めて低く、それらの説明力は疑わしいものになっている。それでも、【図 4-1】、
【図 4-2】の通り、２つの分析により導き出されたモデルにもとづく推定値と実際の値を
比較するに、両者は概ね一致しているということができる。 
まず、分析１では、従来考えられてきたように、交通違反取締りが交通事故抑止効果を
もつことが改めて確認できた。 
ただ、若干違和感はあろうが、交通事故と警察の取締関係予算の間に正の相関関係があ
ることもわかった。すなわち、警察の取締関係予算が増えると、交通事故が増えるという
因果関係が導き出されたのである。これまで考えられてきたこと、つまり、予算が措置で
きればしかるべき対策ができるため、交通事故が減るという図式は必ずしも成り立たない
ことがわかったのである。先述したように、説明変数として用いた統計データは、交通違
反取締りのための純粋な予算とはいえないものの、このことが示す意味は看過すべきでな
いだろう。 
思うに、取締関係予算が有効に使われてこなかったことを意味するのであろうか。ある
いは、交通情勢が日毎に進化する一方で、取締体制が脆弱であった時代においては、予算
というものが重要であったかもしれない。しかしながら、ある程度の物的、技術的なスト
ックが整い、その補修等だけで足りるという環境を含んだ長期的な観点に立って、交通事
故と警察の取締関係予算の関係についての一般論を検討する場合、従来のような考え方で
いることが適切ではないというインプリケーションを含んでいるのかもしれない。 
なお、交通事故発生件数と負傷者数は同じように推移していることから、被説明変数を
負傷者数にした場合も、係数こそ違えど、同様の示唆を得ることができると考えられる。 
 一方の分析２においても、これまでとは考え方を改めるべき結論を得ることができた。 
 すなわち、速度違反と通行禁止違反については、係数が極めて小さい負の数であるもの
の、ｔ値の低さからいって、その取締り効果を測定することはできなかった。翻って、信
号無視と一時不停止については、それらが交通死亡事故の増減に与える効果が一定程度わ
かったのである。このことから、現在圧倒的な取締件数を誇る速度違反の取締りではなく、
信号無視や一時不停止といった交通違反を数多く取締るという形が、効果的な交通違反取
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締りであると考えられる。 
 分析２の枠組みについても、交通死亡事故件数と死者数が近い値であるため、死者数を
被説明変数としても同じような結論を導くことになると考えられる。 
 
第４節 分析上の課題 
 この種の計量経済学的手法を用いた重回帰分析をする場合には、１つ注意しなければな
らないことがある。それは、たとえ推定値を求めることができたとしても、そのモデルは
あくまでも理論上のものにすぎないということだ。この分析では、データにもよるが、殆
どの場合に残差が生じる。そのため、【図 4-1】や【図 4-2】をみればわかるように、導き
出されたモデルを描いたとき、実際のデータがその上にうまくプロットされるわけではな
い。よって、重回帰分析の結果をもとに検証する、あるいは何らかの提言をする際には、
このことを十分に念頭に置き、モデルには潜在的な制約があることを忘れてはならない。 
加えて、この効果分析では、さらに２つの課題があることを踏まえておく必要がある。 
 １つは、分析の対象として、警察による交通違反の取締りだけをピックアップしている
ことである。つまり、交通違反取締りの効果を分析するにあたり、交通安全の水準を高め
るためのその他の諸施策の影響を無視しているのである。改めて言及するまでもなく、交
通安全のために、警察においても警察以外においても多くの取組みが行われている。その
意味において、交通違反取締りの効果に影響を及ぼし得るさまざまな外部的要因を分析の
枠組みに入れていないことは一定程度考慮しておく必要がある。 
もう１つは、交通違反取締件数というデータが、すべて交通事故を一般的に予防するた
めのものではないことである。例えば、赤切符と青切符では、取締り効果の度合いが異な
ると捉えることもできる。また、暴走族への対策では、道路交通法違反、すなわち交通違
反取締りの範疇に入る検挙が相当数行われており、それと一般的な交通違反の取締りを同
じとみるべきではないと考えられる。さらに、そもそも交通事故を起こした者に対しても
交通違反の取締りが行われている。その取締りには、将来の事故抑止の観点がまったくな
いわけではないが、交通事故を起こしてしまったことに対する制裁としての意味合いが色
濃く付加される。加えて、常習者に対する度重なる取締りは、いたずらに件数を増やすだ
けで、他の違反者への取締りと同じような交通事故抑止効果があるとはいえない。これら
のことから、交通違反の取締りをすべてまとめて分析してよいのかという疑問が残らない
わけでもない。 
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小括 
 本章では、交通違反の取締りについて、２つの観点から具体的な効果分析を行った。 
 まず、交通違反の取締り全体が、交通事故抑止にどの程度の効果をもつのかを分析した。
また、人の命に関わる交通死亡事故を抑止するためには、どのような交通違反の取締りに
重点を置くべきなのかを分析した。いずれの分析からも、モデルに内在する制約や分析の
枠組みについて課題があることを考慮しなければならないものの、今後の効果的な交通違
反取締りのために、一定のインプリケーションを得ることができた。すなわち、交通違反
取締りには交通事故を抑止する効果があるが、警察の取締関係予算は交通事故を減らすと
いうよりも、むしろそれを増加させてしまうという関係が認められること、そして、交通
死亡事故を減らすには信号無視や一時不停止という違反を重点的に取締るべきことが明ら
かになったのである。 
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第５章 結論 ―真に効果的な交通違反取締りのために― 
 
 最終章では、本論文における結論を述べる。また、先に述べた問題点について補足する
とともに、制度を設計する際に留意すべきことなどについて付言する。そして最後に、今
後の課題について書き留める。この章で、本論文の成果を示す。 
 
第１節 結論 
 分析の結果、交通違反取締りには、たしかに交通事故を抑止する効果があることがわか
った。ただし、警察の取締関係予算が増えさえすれば交通事故が減るわけではなく、むし
ろ交通事故が増えてしまうことも同時にわかった。つまり、取締りの件数は一定程度必要
である一方で、取締りという対策のために予算を措置することは必ずしも適切でないので
ある。交通違反の取締りに関して、どのようにお金が使われているのかという点について、
今後しっかりとチェックしていかなければならない。 
また、結果が極めて重大である交通死亡事故を抑止するためには、信号無視や一時不停
止を積極的に取締ることが効果的である。よって、これまでのような膨大な数の速度違反
の取締りを改め、これらの違反について重点的に取締るべきなのである。 
長らく検討の対象であり、近年においては交通指導取締り管理簿が導入されたが、効果
的な交通違反取締りは今なお古くて新しい問題である。それに対して、取締り効果もさる
ことながら、交通事故情勢に関係する要素の推移や現在の警察を取り巻く環境をも捉えな
がら、フォワードルッキングな姿勢で考えたとき、このような形こそが、今後における真
に効果的な交通違反取締りというべきものではないだろうか。 
 また、交通違反取締りの問題点として挙げた取締りの非網羅性、安全運転義務違反によ
る交通事故の抑止に関しては、本論文の分析の埒外にあり、何らかの結論を出すことはで
きなかった。これらに関しては、今後さらなる検討が必要である。１つの策として、法律
を厳しくすることで、結果に対する責任を重くし、違反行為や運転中のちょっとした不注
意を減尐させるという方法が考えられる。ただし、これは非常に安易な考え方であり、違
反の程度と制裁の重さのバランスを変え、社会全体に芳しくない影響を及ぼすおそれがあ
る。いずれにしても、これらが交通違反の取締りを強化することによって解決できる課題
でないことはたしかである。法律による手当や取締り強化以外の方法による対応が求めら
れているのである。 
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 交通安全対策特別交付金制度に関しても、そのインセンティブ付与の仕組みを見直し、
「きこえ」というものを排した仕組みに改める必要があろう。 
 
第２節 補論 
行政主体が制度を設計するにあたり、ジェイコブズ(1998)が示唆することを忘れてはな
らない。すなわち、商業活動と統治活動は本来的に異質なものであり、「統治に商業倫理を
適用すると、（中略）目的に合わない道徳の行動様式を採用するだけでシステムの腐敗・解
体がもたらされてしまうこともある」47のだ。 
 交通違反の取締りは、商業倫理ではなく、統治者倫理をもって行われなければならない。
例えば、交通違反の取締りを行う警察官が、時間当たりの取締り件数などで評価されるべ
きでないことは容易に想像できるだろう。実際に、わが国においても、制度が変更された
後、実績を上げるためにいわゆる「クビなし拳銃」の押収が不適切な形で行われたといわ
れる事例がある48。制度が生み出す副産物をも考慮に入れた適切な制度設計をしなければ
ならないのである。 
 制度設計のミスに対して、「誠実に業務に当たった上での判断ミスで、結果が出た後でし
か分からなかった」49と愚かな弁明をすることがないよう、行政主体は、このことを肝に
銘じておく必要がある。 
 
第３節 今後の課題 
 今後の課題として、本論文における効果分析の問題点を克服すること、すなわち、さま
ざまな外部的要因が交通違反の取締りに与える影響を加味して、さらに精度の高い効果分
析を行うことが挙げられる。これができれば、効果分析はより意味のあるものになるだろ
う。 
ただし、言うは易しである。その外部的要因をどのように定量的に把握するか。これは
                                                   
47 ジェイコブズ(1998)211 頁 
48 稲葉(2011)68-93 頁。なお、クビなし拳銃とは、被疑者不明のまま押収された拳銃をい
う。稲葉によれば、犯罪捜査の基本では被疑者の身柄を取るが、実績を上げるために、こ
のような拳銃の押収が制度変更前から行われており、法改正で自首減免規定が設けられた
ことにより、クビなし拳銃の押収にお墨付きが与えられたという。その結果、刑事がヤク
ザなどに依頼して自首させるという歪な押収がなされたという。法改正の詳細については、
辻(1993)142-147 頁及び辻・小島(1995)73-74 頁を参照のこと。 
49 ジェイコブズ(1998)218 頁 
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極めて難しい問題である。また、交通違反の取締りが交通死亡事故減尐にどの程度効果が
あるのかを分析する前に、何らかの外部的要因が交通違反の取締りに対してどの程度影響
を与えるのかを分析するという重畳的な分析を行う必要が出てくるかもしれない。いわん
や、そのような外部的要因は数多存在し、インビジブルなものも含めると、分析は果てし
ないものになる可能性がある。分析に取り組むときには、いかに精度、あるいは説明力の
高い効果分析を行うかという姿勢をもつことが肝要であろう。 
また、本論文における分析は、交通違反の取締りについて長期的かつ全国的な視点をも
って行ったものであるが、高齢化の進展に伴って不可避的に増加している高齢者の関係す
る交通事故など、個別の対策毎の観点から目的に応じた効果分析を行うことには大いに意
義があると考えられる。いくつかの先行研究であったような、ある地域に焦点を当てた分
析もさらに進めていくべきである。 
 余談ではあるが、他の行政と比較するに、人々の安全と安心に直結する極めて難しい業
務を担う警察という組織にあって、既存のものを変え得る本論文のような考え方を、その
内部から発する、あるいは内部で議論することは難しいのではなかろうか。しかし、新た
な課題、複雑化する課題が生起する今日、既存の枠組みに沿って業務をこなすだけでなく、
本当に人々の安全と安心を守るためには何をすべきなのかという視点をもつことは極めて
重要であると考えられる。その意味で、今抱える課題について、警察が市民の意見に対し
て積極的に耳を傾け、それを検討の素材とすることを切に望む次第である。 
 
 
 
 
 
 本論文を執筆するにあたり、ゼミの教授である佐々木宏夫先生には、いつも丁寧にかつ
熱心にご指導いただき、大変お世話になった。先生とのゼミは、私にとって常に刺激的で、
極めて有意義な時間であった。この恩義は一生忘れることができないだろう。ここに深く
感謝の意を表したい。 
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発生件数 死者数 負傷者数 人口 運転免許 車両保有 自動車走行 信号機
(件) (人) (人) (千人) 保有者数(万人) 台数(万台) キロ(億キロ) (基)
昭和元 42,226 2,035 30,282 60,741
昭和2 49,115 2,083 33,222 61,659
昭和3 55,533 2,321 36,854 62,595
昭和4 58,077 2,448 38,633 63,461
昭和5 63,411 2,536 43,621 64,450
昭和6 68,823 2,572 46,328 65,457
昭和7 71,221 2,801 49,259 66,434
昭和8 64,643 2,921 46,959 67,432
昭和9 69,342 3,226 50,204 68,309
昭和10 66,415 3,549 49,227 69,254
昭和11 59,444 3,484 45,323 70,114
昭和12 55,958 3,633 44,051 70,630
昭和13 47,017 3,678 35,119 71,013
昭和14 35,634 3,265 29,317 71,380
昭和15 30,777 3,241 26,412 71,933
昭和16 24,082 2,832 21,042 72,218
昭和17 21,159 2,945 19,636 72,880
昭和18 16,780 2,887 16,087 73,903
昭和19 11,507 3,080 11,580 74,433
昭和20 8,706 3,365 9,094 72,147
昭和21 12,504 4,409 12,655 75,750
昭和22 17,778 4,565 16,852 78,101
昭和23 21,341 3,848 17,609 80,002
昭和24 25,113 3,790 20,242 81,773
昭和25 33,212 4,202 25,450 83,200
昭和26 41,423 4,429 31,274 84,541
昭和27 58,487 4,696 43,321 85,808
昭和28 80,019 5,544 59,280 86,981
昭和29 93,869 6,374 72,390 88,239
昭和30 93,981 6,379 76,501 89,276
昭和31 122,691 6,751 102,072 90,172
昭和32 146,833 7,575 124,530 90,928
昭和33 288,193 8,248 185,396 91,767
昭和34 371,763 10,079 230,504 92,641
昭和35 449,917 12,055 289,156 93,419 1,072
昭和36 493,693 12,865 308,697 94,287 1,187
昭和37 479,825 11,445 313,813 95,181 1,392
昭和38 531,966 12,301 359,089 95,156 1,621
昭和39 557,183 13,318 401,117 97,182 1,899
昭和40 567,286 12,484 425,666 98,275 2,110
昭和41 425,944 13,904 517,775 99,036 2,286 1,801 1,047 10,067
昭和42 521,481 13,618 655,377 100,196 2,470 2,040 1,322 13,441
昭和43 635,056 14,256 828,071 101,331 2,634 2,310 1,634 16,941
昭和44 720,880 16,257 967,000 102,536 2,478 2,590 1,936 19,517
昭和45 718,080 16,765 981,096 103,720 2,645 2,839 2,260 23,290
昭和46 700,290 16,278 949,689 105,145 2,800 3,054 2,435 29,396
昭和47 659,283 15,918 889,198 107,595 2,947 3,288 2,596 38,244
昭和48 586,713 14,574 789,948 109,104 3,078 3,552 2,762 46,824
昭和49 490,452 11,432 651,420 110,573 3,214 3,733 2,665 55,630
昭和50 472,938 10,792 622,467 111,940 3,348 3,859 2,863 63,846
昭和51 471,041 9,734 613,957 113,094 3,515 4,089 3,097 71,728
昭和52 460,649 8,945 593,211 114,165 3,702 4,341 3,423 79,359
昭和53 464,037 8,783 594,116 115,190 3,917 4,638 3,613 87,081
昭和54 471,573 8,466 596,282 116,155 4,104 4,945 3,820 94,056
昭和55 476,677 8,760 598,719 117,060 4,300 5,225 3,891 101,100
昭和56 485,578 8,719 607,346 117,902 4,497 5,523 3,947 106,083
昭和57 502,261 9,073 626,192 118,728 4,698 5,849 4,031 110,045
昭和58 526,362 9,520 654,822 119,536 4,881 6,179 4,089 113,722
昭和59 518,642 9,262 644,321 120,305 5,061 6,454 4,157 116,616
昭和60 552,788 9,261 681,346 121,049 5,235 6,704 4,284 119,520
昭和61 579,190 9,317 712,330 121,660 5,408 6,934 4,416 121,804
昭和62 590,723 9,347 722,179 122,239 5,572 7,126 5,488 124,603
昭和63 614,481 10,344 752,845 122,745 5,742 7,362 5,756 128,010
平成元 661,363 11,086 814,832 123,205 5,916 7,596 6,002 131,629
平成2 643,097 11,227 790,295 123,611 6,091 7,811 6,286 135,634
平成3 662,388 11,105 810,245 124,043 6,255 7,984 6,573 140,254
平成4 695,345 11,451 844,003 124,452 6,417 8,109 6,782 144,958
平成5 724,675 10,942 878,633 124,764 6,570 8,220 6,838 149,482
平成6 729,457 10,649 881,723 125,034 6,721 8,349 6,943 153,733
平成7 761,789 10,679 922,677 125,570 6,856 8,497 7,203 157,792
平成8 771,084 9,942 942,203 125,864 6,987 8,655 7,378 161,891
平成9 780,399 9,640 958,925 126,166 7,127 8,754 7,444 165,883
平成10 803,878 9,211 990,675 126,486 7,273 8,799 7,461 169,614
平成11 850,363 9,006 1,050,397 126,686 7,379 8,860 7,651 172,986
平成12 931,934 9,066 1,155,697 126,926 7,469 8,925 7,757 176,013
平成13 947,169 8,747 1,180,955 127,291 7,555 8,972 7,908 179,061
平成14 936,721 8,326 1,167,855 127,435 7,653 9,011 7,908 184,973
平成15 947,993 7,702 1,181,431 127,619 7,747 9,013 7,934 187,393
平成16 952,191 7,358 1,183,120 127,687 7,825 9,046 7,817 189,559
平成17 933,828 6,871 1,156,633 127,768 7,880 9,138 7,689 191,770
平成18 886,864 6,352 1,098,199 127,770 7,933 9,144 7,626 193,857
平成19 832,454 5,744 1,034,445 127,771 7,991 9,117 7,636 195,897
平成20 766,147 5,155 945,504 127,692 8,045 9,083 7,469 197,956
平成21 737,474 4,914 911,108 127,510 8,081 9,046 7,460 200,084
平成22 725,773 4,863 896,208 128,057 8,101 9,029 7,263 201,878
平成23 691,937 4,612 854,493 127,799 8,182 9,015
平成24 664,907 4,411 824,539
注1) 『警察白書』、『交通安全白書』、『交通事故統計年報』、『社会生活統計指標』
      及び『平成24年中の交通事故死者数について』より
注2) 昭和34年までは軽微な被害の事故は含まれていない
注3) 昭和40年までの発生件数には物損事故を含む
【資料2】交通事故情勢
年
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交通違反取締件数(件) 告知件数(件) 適用率(%) 納付額(千円) 納付率(%) 交付金(千円)
昭和43 1,990,700 1,226,229 61.6 7,142,154 95.6 10,236,369 ―
昭和44 4,135,109 2,689,415 65.0 12,157,452 95.7 11,736,186 ―
昭和45 5,309,424 3,797,078 71.5 17,435,043 95.3 8,711,852 33.2
昭和46 6,690,875 5,218,028 78.0 22,546,079 95.0 13,709,229 35.1
昭和47 7,224,302 5,707,388 79.0 27,567,210 95.1 31,562,583 37.1
昭和48 8,069,481 6,461,802 80.1 37,654,720 95.4 38,229,333 42.9
昭和49 8,833,472 7,208,582 81.6 43,191,839 95.6 40,778,243 51.8
昭和50 10,158,709 8,401,771 82.7 50,942,308 95.6 49,594,592 57.2
昭和51 11,836,250 9,904,606 83.7 58,526,670 96.0 49,837,438 62.7
昭和52 12,470,100 10,358,825 83.1 62,386,019 96.2 67,799,381 66.9
昭和53 12,119,233 10,132,302 83.6 55,866,630 96.5 78,765,676 69.5
昭和54 10,910,767 9,215,153 84.5 53,297,415 96.6 70,774,399 72.9
昭和55 11,642,059 9,899,142 85.0 55,577,893 96.5 49,152,742 78.4
昭和56 11,687,758 9,922,539 84.9 56,976,473 95.4 42,304,101 81.5
昭和57 12,307,752 10,448,975 84.9 57,825,326 96.7 51,703,262 83.6
昭和58 13,154,814 11,087,088 84.3 61,605,770 96.4 48,397,708 85.2
昭和59 13,735,091 11,652,278 84.8 63,625,364 96.6 61,749,532 87.1
昭和60 13,684,112 11,617,338 84.9 64,585,878 96.5 64,135,806 88.8
昭和61 13,188,225 11,250,060 85.3 61,348,444 97.1 56,822,861 88.8
昭和62 12,725,577 11,459,929 90.1 103,672,707 96.0 95,196,848 89.2
昭和63 10,954,897 9,900,156 90.4 80,659,407 95.0 78,266,306 89.9
平成元 8,474,055 7,438,908 87.8 74,462,037 95.9 68,390,998 92.5
平成2 9,040,369 7,946,814 87.9 79,421,958 96.4 75,760,248 95.4
平成3 9,264,940 8,190,853 88.4 95,086,143 96.8 90,909,843 98
平成4 8,846,233 7,770,706 87.8 89,302,368 98.7 85,565,770 99.6
平成5 8,600,922 7,532,042 87.6 86,565,933 97.2 84,516,030 100.9
平成6 8,653,881 7,639,444 88.3 86,099,973 98.5 84,926,020 101.2
平成7 8,362,972 7,413,217 88.6 88,176,908 98.4 85,048,373 101
平成8 8,666,385 7,656,203 88.3 90,142,642 98.5 86,987,448 101.4
平成9 8,956,413 7,891,572 88.1 90,661,291 97.4 87,892,578 103.5
平成10 9,000,102 7,949,410 88.3 90,496,899 97.9 87,527,975 103.7
平成11 8,953,560 7,894,437 88.2 89,016,031 97.7 86,946,544 103.2
平成12 7,882,785 6,944,821 88.1 76,872,024 97.6 74,841,083 102.6
平成13 7,774,398 6,867,396 88.3 79,418,405 97.3 76,708,598 101.5
平成14 7,791,587 6,913,951 88.7 78,498,904 97.6 75,699,370 100.9
平成15 8,106,728 7,285,683 89.9 82,700,931 96.5 81,611,583 100.7
平成16 8,505,919 7,710,179 90.6 84,127,216 97.4 78,960,169 100.6
平成17 8,939,678 8,165,633 91.3 86,484,280 97.2 79,232,271 100.4
平成18 8,573,609 7,859,549 91.7 78,046,812 98.2 83,545,600 100.6
平成19 8,480,056 7,870,388 92.8 76,504,661 97.9 82,373,129 101
平成20 8,175,691 7,666,210 93.8 74,532,813 98.0 73,714,229 102.1
平成21 8,345,760 7,854,552 94.1 73,864,303 97.8 73,806,636 100.4
平成22 8,040,944 7,577,519 94.2 70,364,016 97.9 70,633,110 99.9
平成23 7,844,013 7,416,021 94.5 69,835,024 98.2 68,892,929 99.8
注1) 『交通事故統計年報』及び『道路交通政策史概観資料編』　より
注2) 交通違反取締件数は車両等の運転者の違反の取締件数である
注3) 昭和43年は7月から12月の数値
注4) 昭和46年以前は沖縄を除く
注5) 物価指数は総務省統計局の平成22年基準消費者物価指数である
年
暦年
【資料3-1】交通反則通告制度等
物価指数
年度
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単位：百万円
法務省 裁判所
交通取締用 交通取締体制の 交通事件 交通事件裁判
車両等の整備 充実強化 処理体制の整備 処理体制の整備
昭和47 734 589 1,323 691 42 2,056
昭和48 793 654 1,447 814 44 2,305
昭和49 875 793 1,668 820 40 2,528
昭和50 873 906 1,779 892 109 2,780
昭和51 821 1,004 1,825 938 84 2,847
昭和52 1,085 1,147 2,232 1,007 73 3,312
昭和53 964 1,228 2,192 1,143 70 3,405
昭和54 1,196 1,375 2,571 1,239 71 3,881
昭和55 1,566 1,433 2,999 1,364 69 4,432
昭和56 1,577 1,493 3,070 1,478 69 4,617
昭和57 2,072 1,470 3,542 1,538 71 5,151
昭和58 1,512 1,448 2,960 1,532 64 4,556
昭和59 1,230 1,484 2,714 1,570 64 4,348
昭和60 1,310 1,484 2,794 1,611 63 4,468
昭和61 1,276 1,498 2,774 1,665 63 4,502
昭和62 1,246 1,489 2,735 1,689 63 4,487
昭和63 1,453 1,505 2,958 1,735 63 4,756
平成元 1,461 1,559 3,020 1,813 61 4,894
平成2 1,551 1,646 3,197 1,981 61 5,239
平成3 1,808 1,788 3,596 2,069 61 5,726
平成4 2,578 1,846 4,424 2,099 61 6,584
平成5 2,519 1,998 4,517 2,196 73 6,786
平成6 2,683 2,209 4,892 2,329 61 7,282
平成7 3,818 2,291 6,109 2,524 66 8,699
平成8 1,343 2,416 3,759 2,610 66 6,435
平成9 2,382 2,821 5,203 2,713 67 7,983
平成10 2,755 2,799 5,554 2,630 67 8,251
平成11 2,969 3,090 6,059 2,565 66 8,690
平成12 5,962 2,972 8,934 2,541 60 11,535
平成13 4,533 2,993 7,526 2,523 57 10,106
平成14 2,964 2,811 5,775 2,470 53 8,298
平成15 4,092 2,929 7,021 2,656 38 9,715
平成16 3,476 2,537 6,013 2,755 38 8,806
平成17 2,843 1,806 4,649 2,075 39 6,763
平成18 3,110 1,885 4,995 2,050 6 7,051
平成19 4,676 1,714 6,390 2,196 2 8,588
平成20 4,402 1,621 6,023 2,103 2 8,128
平成21 6,065 1,603 7,668 2,080 2 9,750
平成22 4,071 1,549 5,620 2,186 1 7,807
平成23 3,701 1,451 5,152 1,889 2 7,043
平成24 5,429 1,380 6,809 1,821 2 8,632
注1) 『交通安全白書』より
注2) 当初予算額のものが殆どであるが、そうでないものが混在している可能性がある
警察
【資料3-2】交通取締関係予算
年度
合計
合計
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単位：件
運転操作 歩行者 徐行・ 通行区分 横断等禁止 酒酔い・ 追越し 右左折 踏切 車間距離 整備不良 当事者 無免許
不適当 保護違反 一時不停止 違反 違反 酒気帯び 違反 違反 不停止等 不保持 車両運転 不明 運転
昭和45 ― 1,843 118 405 1,381 182 749 316 ― 1,261 1,101 446 420 97 31 5,994 ― 728 325 404 15,801
昭和46 ― 1,874 148 362 1,489 186 736 285 ― 1,104 1,039 417 380 75 27 5,852 ― 646 335 385 15,340
昭和47 ― 1,787 97 474 1,580 224 678 354 ― 1,183 890 454 363 73 31 5,543 ― 649 307 322 15,009
昭和48 ― 1,688 74 439 1,564 215 604 325 ― 1,187 705 423 274 56 24 5,108 ― 612 212 281 13,791
昭和49 ― 1,141 75 308 1,391 206 401 241 ― 1,056 533 347 273 46 21 3,835 ― 498 237 236 10,845
昭和50 ― 1,271 57 306 1,549 178 396 231 ― 1,009 476 318 230 26 12 3,249 ― 510 145 202 10,165
昭和51 ― 1,258 168 299 1,629 195 340 171 ― 1,053 398 262 189 30 12 2,521 ― 383 132 156 9,196
昭和52 ― 1,348 25 293 1,556 169 354 180 ― 865 331 278 175 25 11 2,282 ― 337 109 149 8,487
昭和53 ― 1,500 328 316 1,874 191 289 173 ― 835 351 218 162 21 11 1,650 ― 322 70 167 8,311
昭和54 ― 1,555 324 291 1,752 163 315 179 ― 686 290 182 123 17 8 1,767 ― 324 72 306 8,048
昭和55 ― 764 410 221 1,766 226 364 158 ― 790 235 151 132 17 5 2,662 ― 344 84 468 8,329
昭和56 ― 717 347 226 1,754 229 375 225 ― 799 225 147 142 11 7 2,628 ― 355 91 406 8,278
昭和57 ― 795 424 208 1,990 247 368 171 ― 829 229 134 97 12 8 2,658 ― 371 65 406 8,606
昭和58 ― 847 466 233 2,070 293 426 228 ― 795 235 120 97 5 3 2,764 ― 389 74 445 9,045
昭和59 ― 816 400 182 2,103 289 431 215 ― 790 226 115 88 7 12 2,739 ― 338 78 445 8,829
昭和60 ― 797 415 214 2,131 280 347 206 104 738 224 127 87 11 6 2,696 ― 367 76 388 8,826
昭和61 ― 854 457 246 2,091 346 395 223 125 648 170 136 84 13 8 2,602 ― 385 94 365 8,877
昭和62 ― 786 429 264 2,159 354 420 193 107 568 196 126 96 14 3 2,654 7 514 91 373 8,981
昭和63 ― 914 507 321 2,273 377 96 240 124 568 250 134 86 6 3 3,300 10 566 90 366 9,865
平成元 ― 934 597 310 2,443 443 528 314 154 598 218 139 65 18 10 3,131 11 577 80 426 10,570
平成2 ― 1,028 579 363 2,473 507 562 321 154 507 202 100 95 9 7 3,043 31 598 72 431 10,651
平成3 ― 1,043 606 387 2,404 470 582 371 139 525 171 90 56 8 7 2,969 29 602 88 380 10,547
平成4 ― 1,067 596 377 2,555 525 622 407 153 532 172 86 61 5 5 2,964 30 646 88 367 10,891
平成5 ― 1,042 645 356 2,260 504 583 467 144 508 132 96 67 13 4 2,829 45 611 89 339 10,395
平成6 ― 1,001 677 365 2,094 532 601 433 117 475 126 67 50 10 6 2,971 30 518 81 360 10,154
平成7 ― 1,161 710 367 1,965 511 557 461 155 405 136 88 47 5 4 3,066 31 493 65 315 10,227
平成8 ― 1,150 704 390 1,707 459 542 415 112 324 103 54 44 8 5 2,955 43 439 63 286 9,517
平成9 ― 1,058 708 371 1,642 494 527 344 106 328 114 70 40 7 2 2,949 34 376 50 258 9,220
平成10 ― 1,095 686 389 1,490 396 507 333 75 330 85 49 44 3 5 2,853 62 322 73 229 8,797
平成11 ― 1,073 674 365 1,389 409 529 366 66 335 96 62 40 4 3 2,843 29 339 59 236 8,681
平成12 ― 1,005 705 374 1,417 410 480 384 72 349 116 45 41 8 4 2,890 32 319 56 218 8,707
平成13 ― 980 696 411 1,167 443 494 398 72 296 89 74 39 2 4 2,837 42 315 55 223 8,414
平成14 982 877 717 392 1,082 376 450 345 81 227 90 68 35 9 3 982 60 286 57 202 7,119
平成15 912 923 631 404 883 386 400 351 68 175 58 45 24 2 7 1,821 61 260 45 166 7,456
平成16 934 850 599 383 711 351 376 344 66 149 68 49 28 2 4 1,811 44 252 63 138 7,084
平成17 924 811 611 345 658 306 357 352 34 138 70 36 26 7 2 1,650 37 221 40 129 6,625
平成18 838 842 619 361 520 286 320 272 42 123 48 38 23 7 1 1,565 23 185 32 108 6,147
平成19 814 744 538 307 449 253 295 279 55 87 32 36 20 4 2 1,455 35 155 28 87 5,587
平成20 732 685 516 296 356 245 273 232 44 60 43 39 28 1 1 1,292 31 127 25 94 5,025
平成21 732 659 491 288 328 206 221 204 39 64 23 29 15 3 2 1,276 44 120 29 71 4,773
平成22 792 635 503 275 292 200 215 199 37 42 33 26 12 3 2 1,284 30 124 22 63 4,726
平成23 739 652 432 247 228 215 193 192 49 47 29 21 13 3 3 1,195 54 137 32 65 4,481
注1) 『警察白書』及び『交通安全白書』より
注2) 無免許運転は昭和53年より合計の内数として扱う
注3) 後退等不適当はその他に含む
注4) ―は当該項目が制度的に存在しないことや当該項目の統計がないことを意味する
注5) 平成18年は2件だけ合計が少なく、平成19年、平成20年は1件だけ合計が多いが、合計の欄には統計上の数値を入れている
【資料3-3】原因別交通死亡事故件数
安全運転義務違反
漫然運転 脇見運転
歩行者 合計年 速度違反 信号無視 その他 不明
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一時 踏切 免許 右左折 歩行者 無免許 定員外
不停止 不停止等 不携帯 方法 妨害 運転 乗車
昭和41 1,218,859 ― 386,060 271,998 263,613 565,903 159,370 91,288 116,075 68,042 64,880 62,513 ― 98,955 416,102 164,404 114,759
昭和42 1,407,122 ― 385,489 250,899 253,758 619,754 139,360 85,670 94,259 67,247 74,002 57,777 ― 115,949 383,605 139,770 130,978
昭和43 1,204,421 ― 273,161 216,911 197,080 611,151 72,501 56,304 86,223 43,936 65,438 34,059 ― 116,987 338,396 89,084 123,765
昭和44 1,355,355 ― 204,528 223,087 201,879 744,054 28,950 54,821 95,040 25,899 43,189 34,615 ― 135,141 344,228 71,141 103,413
昭和45 1,660,023 ― 271,544 309,889 250,977 1,207,747 41,478 86,816 114,408 24,122 52,151 67,663 48,152 126,223 336,880 70,234 136,144
昭和46 2,143,271 ― 334,838 391,973 261,947 1,741,375 38,176 91,378 138,579 32,606 47,448 68,780 107,848 103,208 310,851 71,154 140,439
昭和47 2,559,892 ― 387,779 447,298 286,003 1,819,807 277,196 79,442 167,952 29,525 42,372 70,111 143,219 99,266 288,144 71,642 142,042
昭和48 3,026,042 ― 443,512 499,652 319,005 1,760,075 348,290 87,925 224,050 24,925 55,020 93,485 171,082 90,686 290,780 81,411 143,003
昭和49 3,350,321 ― 570,469 633,486 344,940 1,681,994 407,986 80,508 272,967 25,016 62,368 136,699 208,843 80,085 257,804 90,886 145,180
昭和50 4,124,753 ― 601,114 821,439 358,307 1,769,033 501,348 78,131 323,658 25,969 74,957 165,649 217,147 73,103 241,889 100,477 138,297
昭和51 4,984,755 ― 711,784 1,026,545 416,589 1,937,437 603,370 91,080 374,780 32,162 98,618 149,819 223,919 71,063 230,783 118,040 151,755
昭和52 5,420,693 ― 761,435 1,093,713 397,611 1,828,910 640,636 93,412 430,309 32,356 99,622 143,145 295,153 69,445 238,030 139,319 154,758
昭和53 5,035,723 ― 806,129 1,125,718 410,699 1,772,571 685,558 94,499 411,815 32,906 100,481 146,838 249,143 50,938 230,849 163,925 141,452
昭和54 4,199,866 ― 803,795 1,096,180 415,930 1,674,162 655,992 93,412 455,804 28,844 87,563 129,685 150,157 25,634 211,726 165,365 89,319
昭和55 4,401,060 ― 857,305 1,143,439 458,744 1,738,883 632,712 105,408 555,255 28,295 91,232 172,297 214,577 30,108 226,704 197,555 113,469
昭和56 4,310,978 ― 878,872 1,117,428 466,304 1,714,985 624,295 113,074 613,787 27,642 98,477 191,166 248,621 29,308 228,409 237,367 111,102
昭和57 4,355,627 ― 956,850 1,160,929 511,971 1,845,026 659,267 124,813 671,781 31,986 100,056 231,164 289,255 26,776 231,778 283,026 117,429
昭和58 4,703,482 ― 996,260 1,170,977 524,232 2,061,315 678,503 130,790 743,542 36,060 101,169 235,873 330,736 24,203 233,027 299,710 115,779
昭和59 4,841,957 ― 1,014,063 1,215,390 551,460 2,298,544 683,996 137,695 768,443 37,979 99,345 254,164 353,037 20,106 226,898 311,497 122,983
昭和60 4,866,843 ― 1,013,763 1,181,879 545,216 2,357,738 696,005 140,707 721,474 37,004 84,259 253,569 352,112 18,059 215,451 307,742 124,974
昭和61 4,659,237 ― 920,681 1,066,390 543,272 2,478,675 667,890 128,616 714,748 41,899 72,062 225,128 326,876 14,379 195,806 228,191 118,664
昭和62 4,511,926 ― 895,941 990,896 541,208 2,448,052 640,276 118,725 690,231 46,795 64,192 200,087 348,555 12,050 181,265 161,699 115,693
昭和63 3,284,284 ― 764,556 807,026 544,876 2,447,208 545,539 115,192 567,456 40,632 57,179 195,548 360,314 10,200 170,320 159,547 111,227
平成元 2,576,533 ― 438,471 454,768 455,050 2,249,846 524,150 70,849 234,739 19,487 38,436 161,936 329,155 7,578 154,367 169,370 98,730
平成2 2,874,836 ― 445,016 503,625 476,778 2,472,064 493,905 79,691 223,746 20,859 33,253 165,024 322,970 6,774 150,537 187,743 92,359
平成3 2,627,856 ― 445,389 478,697 465,840 3,122,224 418,908 89,900 228,357 19,958 27,831 159,848 331,171 5,969 140,450 181,808 85,486
平成4 2,377,654 ― 454,028 462,734 465,877 3,096,194 378,699 97,134 198,600 22,978 31,084 149,864 332,521 5,264 127,552 154,425 84,904
平成5 2,346,770 ― 482,666 473,414 473,465 2,887,611 359,508 96,057 195,749 29,085 29,153 141,863 328,610 4,819 113,670 127,409 98,599
平成6 2,337,108 ― 547,346 515,810 508,475 2,805,539 337,385 102,329 209,746 42,384 30,021 149,775 337,853 4,181 107,463 122,217 84,760
平成7 2,293,252 ― 616,155 536,763 539,568 2,538,829 305,114 108,445 208,141 50,495 35,760 142,159 325,992 3,619 101,466 113,334 54,155
平成8 2,503,584 ― 685,763 587,615 606,267 2,447,841 285,963 112,573 198,827 55,798 41,626 119,170 333,881 3,298 102,378 122,772 57,959
平成9 2,636,532 ― 779,445 597,231 660,218 2,412,846 297,805 116,248 189,528 70,097 49,252 102,133 340,598 2,995 102,861 133,416 50,168
平成10 2,665,747 ― 835,335 615,046 681,689 2,283,164 306,658 130,950 183,271 78,816 47,362 112,828 333,900 2,899 102,463 140,850 39,739
平成11 2,799,681 ― 855,152 608,396 674,912 2,151,005 287,470 139,099 159,528 76,491 45,272 127,012 334,588 2,764 94,976 127,968 34,272
平成12 2,592,145 ― 709,412 494,345 593,113 1,899,398 248,101 116,652 128,883 67,812 33,286 116,216 252,752 2,534 81,908 104,811 29,674
平成13 2,602,243 ― 744,484 483,258 610,008 1,816,870 233,785 119,132 123,498 67,806 32,666 117,125 219,874 2,427 77,957 94,015 23,362
平成14 2,600,623 ― 817,085 508,881 630,825 1,720,866 235,435 130,715 117,508 70,097 32,442 110,459 209,515 2,339 72,841 78,575 22,359
平成15 2,649,345 ― 906,949 606,190 671,778 1,684,268 255,307 137,326 115,972 75,263 35,440 173,705 173,463 2,267 66,725 61,350 22,691
平成16 2,819,655 ― 1,014,896 666,691 687,852 1,667,608 275,152 144,575 118,156 85,663 41,895 170,454 150,793 2,030 62,562 51,755 18,923
平成17 2,763,193 ― 1,005,725 737,391 688,438 1,593,377 288,480 140,917 117,968 87,948 46,457 151,731 139,198 1,675 59,294 45,282 15,819
平成18 2,660,171 ― 1,010,899 740,638 702,786 1,022,434 277,393 134,788 117,416 84,295 53,128 117,552 123,698 1,478 56,304 36,403 13,926
平成19 2,699,879 1,130,596 1,078,601 754,626 710,070 650,553 292,095 133,897 104,229 97,076 56,516 97,213 73,135 1,196 48,607 31,041 14,510
平成20 2,501,165 1,193,991 1,125,546 741,144 700,470 558,403 295,698 122,563 92,361 85,968 60,934 86,291 49,267 969 40,087 25,316 12,514
平成21 2,545,849 1,251,771 1,194,391 791,131 696,314 485,380 309,450 122,137 86,138 89,600 64,643 78,538 40,847 954 36,817 23,223 11,487
平成22 2,368,222 1,317,375 1,137,195 796,104 691,564 399,153 285,585 121,589 88,046 79,818 63,771 65,272 38,925 848 33,832 20,809 18,185
平成23 2,290,352 1,338,697 1,128,937 761,986 691,728 369,523 271,972 105,966 85,101 70,963 65,967 56,184 34,970 702 31,603 18,503 17,650
注1) 『警察白書』、『交通安全白書』及び『交通事故統計年報』より
注2) 「うち最高速度」及び「うち駐停車」の昭和46年から48年は概数である
注3) 「うち駐停車」の※は「うち携帯電話使用等」とする
注4) ―は当該項目が制度的に存在しないことや当該項目の統計がないことを意味し、色付きの箇所は統計の誤りと考えられる
注5) 昭和40年は60件、昭和44年は4900件、平成12年は3件だけ合計が多く、昭和52年は3件だけ合計が少ないが、合計の欄には統計上の数値を入れている
年 速度違反 携帯電話 通行禁止 信号無視 駐停車 通行区分 整備不良 酒酔い酒気帯び 積載違反
【資料3-4】罪種別交通違反取締件数
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単位：件
安全運転 交通違反取締 動的違反 交通違反取締 その他交通関係 放置違反金 交通違反取締 反則行為 うち うち
義務違反 件数（対車両） 取締件数 件数(その他) 法令違反 納付命令件数 件数合計 告知件数 最高速度 駐停車
3,949 223,442 89,028 30,919 ― 209,545 4,619,644 3,937,666 17,230 42,241 ― ― 4,679,115 ― ― ―
3,369 201,533 74,933 16,665 ― 202,433 4,704,572 3,990,559 19,477 59,556 ― ― 4,783,605 ― ― ―
2,903 168,009 38,576 18,184 ― 207,840 3,964,929 3,267,555 19,677 61,706 ― ― 4,046,312 1,226,229 ― ―
2,624 174,212 24,341 17,947 75,196 180,349 4,135,109 3,296,015 18,762 50,658 ― ― 4,204,529 2,689,415 ― ―
3,361 217,353 25,717 17,887 82,605 158,050 5,309,424 3,987,269 37,700 43,074 ― ― 5,390,198 3,797,078 ― ―
3,522 257,181 23,879 22,858 156,664 202,900 6,690,875 4,810,921 30,887 80,605 ― ― 6,802,367 5,218,028 1,575,844 1,737,603
2,926 33,268 23,696 9,841 38,359 204,522 7,224,302 5,236,543 26,353 70,041 ― ― 7,320,696 5,707,388 1,826,364 1,780,705
2,387 38,400 23,806 9,464 38,952 297,529 8,069,481 6,085,356 22,331 64,628 ― ― 8,156,440 6,461,802 2,242,245 1,757,610
1,745 32,296 22,323 8,922 36,402 382,232 8,833,472 6,878,511 15,020 98,255 ― ― 8,946,747 7,208,582 2,578,345 1,679,828
1,412 29,808 19,546 8,455 39,228 444,989 10,158,709 8,066,018 20,189 89,560 ― ― 10,268,458 8,401,771 3,237,883 1,766,985
1,411 30,692 20,313 10,276 44,043 507,016 11,836,250 9,524,033 20,790 98,767 ― ― 11,955,807 9,904,606 3,969,502 1,935,390
1,213 26,853 20,031 8,927 42,919 531,607 12,470,100 10,210,881 25,276 92,746 ― ― 12,588,122 10,358,825 4,331,781 1,826,932
939 22,820 19,023 7,015 43,294 566,898 12,119,233 9,934,847 27,555 83,724 102,256 ― 12,332,768 10,132,302 4,009,130 1,770,854
908 21,606 17,390 6,767 48,044 532,618 10,910,767 8,780,801 23,840 83,331 71,852 ― 11,089,790 9,215,153 3,277,136 1,672,414
1,315 20,165 17,780 6,550 53,812 575,394 11,642,059 9,347,921 23,474 75,654 56,293 ― 11,797,480 9,899,142 3,515,927 1,737,008
1,434 19,524 17,214 7,474 ― 630,297 11,687,758 9,358,986 23,482 85,681 48,032 ― 11,844,953 9,922,539 3,435,439 1,713,026
1,852 19,833 18,168 7,363 ― 662,802 12,307,752 9,790,945 24,457 89,035 39,936 ― 12,461,180 10,448,975 3,446,577 1,842,830
1,933 20,395 18,095 6,599 ― 722,134 13,154,814 10,349,957 20,733 90,264 32,282 ― 13,298,093 11,087,088 3,658,884 2,058,893
2,997 21,012 17,370 5,281 ― 750,874 13,735,091 10,668,104 26,085 95,031 26,835 ― 13,883,042 11,652,278 3,791,990 2,295,716
4,428 21,837 17,165 4,700 ― 719,187 13,684,112 10,604,900 25,537 109,166 72,830 ― 13,891,645 11,617,338 4,866,843 2,357,739
4,041 21,671 15,161 4,442 ― 740,396 13,188,225 9,994,802 23,344 94,551 728,051 ― 14,034,171 11,250,060 4,659,237 2,478,675
4,265 22,200 14,611 3,675 ― 713,235 12,725,577 9,587,294 21,322 52,196 1,110,539 ― 13,909,634 11,459,929 4,132,189 2,448,052
4,874 22,597 11,953 3,139 ― 731,230 10,954,897 7,940,233 20,001 29,137 1,002,965 ― 12,007,000 9,900,156 3,216,076 2,441,990
2,980 21,467 7,532 2,870 ― 455,741 8,474,055 5,989,470 18,637 30,831 783,139 ― 9,306,662 7,438,908 2,158,026 2,245,005
2,766 18,294 7,377 3,028 ― 459,724 9,040,369 6,344,559 26,178 37,371 1,245,496 ― 10,349,414 7,946,814 2,395,012 2,465,882
1,972 15,676 6,493 2,946 ― 408,161 9,264,940 5,914,359 25,303 64,378 1,628,391 ― 10,983,012 8,190,853 2,627,856 3,122,224
1,627 15,229 5,929 2,462 ― 381,474 8,846,233 5,551,439 24,890 75,447 2,437,346 ― 11,383,916 7,770,706 1,889,179 3,088,612
2,283 14,561 5,284 2,508 ― 387,838 8,600,922 5,517,562 30,100 63,999 3,391,677 ― 12,086,698 7,532,042 1,852,781 2,886,254
2,507 13,780 5,111 2,618 47,790 339,683 8,653,881 5,638,596 24,923 61,441 4,312,442 ― 13,052,687 7,639,444 1,907,613 2,799,918
2,788 11,899 5,008 2,740 51,886 315,404 8,362,972 5,616,002 19,177 50,623 4,357,818 ― 12,790,590 7,413,217 1,909,657 2,396,943
2,561 10,094 4,966 3,003 59,766 320,680 8,666,385 6,019,717 14,875 49,202 4,114,141 ― 12,844,603 7,656,203 2,079,831 2,444,922
3,649 10,068 4,508 3,531 69,263 324,021 8,956,413 6,354,039 14,231 47,646 3,867,604 ― 12,885,894 7,891,572 2,181,735 2,409,885
3,679 10,426 4,481 3,418 76,158 341,223 9,000,102 6,533,667 12,523 42,859 3,949,921 ― 13,005,405 7,949,410 2,227,539 2,280,263
4,161 9,560 4,095 3,558 81,588 332,012 8,953,560 6,643,027 10,741 44,691 3,793,590 ― 12,802,582 7,894,437 2,628,838 2,001,639
3,905 8,292 3,214 4,937 ― 391,398 7,882,785 5,854,504 8,503 33,817 3,355,819 ― 11,280,924 6,944,821 2,172,629 1,896,587
3,713 7,827 3,160 5,095 ― 386,093 7,774,398 5,834,030 7,393 32,360 3,389,200 ― 11,203,351 6,867,396 2,174,589 1,813,860
4,229 7,563 3,302 5,829 ― 410,099 7,791,587 5,953,213 5,679 30,454 3,313,148 ― 11,140,868 6,913,951 2,196,674 1,717,981
4,983 7,939 3,906 5,593 ― 446,268 8,106,728 6,306,488 5,496 25,843 3,302,878 ― 11,440,945 7,285,683 2,296,183 1,681,403
6,018 8,404 4,393 5,634 ― 502,810 8,505,919 6,720,155 4,934 24,805 3,426,919 ― 11,962,577 7,710,179 2,819,655 1,667,608
7,340 8,546 5,014 5,886 ― 1,029,999 8,939,678 7,228,333 3,913 23,958 3,293,760 ― 12,261,309 8,165,633 2,416,409 1,590,574
7,289 7,355 4,769 4,854 ― 1,396,033 8,573,609 7,433,759 4,442 20,815 3,186,151 931,354 12,716,371 7,859,549 2,350,520 1,020,333
7,103 6,336 4,313 4,213 110,476 373,775 8,480,056 7,725,274 5,346 18,595 2,899,496 2,353,830 13,757,323 7,870,388 2,414,910 ※1,127,297
9,630 6,060 3,925 3,554 100,626 359,209 8,175,691 7,524,927 5,231 16,773 2,488,001 2,251,254 12,936,950 7,666,210 2,266,306 ※1,190,789
9,721 6,486 4,014 3,174 98,631 395,064 8,345,760 7,774,242 4,829 16,504 2,286,464 2,032,626 12,686,183 7,854,552 2,313,426 ※1,248,573
9,755 6,214 4,035 2,809 99,657 392,181 8,040,944 7,553,745 5,671 16,077 2,173,483 1,621,502 11,857,677 7,577,519 2,159,291 ※1,314,178
10,938 6,096 3,509 2,177 96,788 383,701 7,844,013 7,389,389 6,754 14,031 2,068,021 1,618,096 11,550,915 7,416,021 2,104,205 ※1,135,411
【資料3-4】罪種別交通違反取締件数(続)
追越し割込み 無灯火 徐行 その他 点数告知
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単位：件
漫然運転 脇見運転 運転操作不適当 安全不確認 その他 合計
昭和58 605 847 466 558 496 2,972 6,073 9,045
昭和59 623 816 400 564 523 2,926 5,903 8,829
昭和60 666 797 415 579 526 2,983 5,843 8,826
昭和61 748 854 457 564 495 3,118 5,759 8,877
昭和62 714 786 429 540 521 2,990 5,991 8,981
昭和63 875 914 507 522 548 3,366 6,499 9,865
平成元 949 934 597 562 537 3,579 6,991 10,570
平成2 849 1,028 579 551 606 3,613 7,038 10,651
平成3 886 1,043 606 550 608 3,693 6,854 10,547
平成4 851 1,067 596 560 559 3,633 7,258 10,891
平成5 837 1,042 645 539 598 3,661 6,734 10,395
平成6 956 1,001 677 571 610 3,815 6,339 10,154
平成7 974 1,161 710 560 608 4,013 6,214 10,227
平成8 916 1,150 704 596 623 3,989 5,528 9,517
平成9 921 1,058 708 633 664 3,984 5,236 9,220
平成10 936 1,095 686 625 561 3,903 4,894 8,797
平成11 944 1,073 674 565 597 3,853 4,828 8,681
平成12 961 1,005 705 590 553 3,814 4,893 8,707
平成13 961 980 696 591 591 3,819 4,595 8,414
平成14 982 877 717 636 508 3,720 3,399 7,119
平成15 912 923 631 646 546 3,658 3,798 7,456
平成16 934 850 599 641 570 3,594 3,490 7,084
平成17 924 811 611 592 470 3,408 3,217 6,625
平成18 838 842 619 599 450 3,348 2,799 6,147
平成19 814 744 538 569 360 3,025 2,562 5,587
平成20 732 685 516 490 333 2,756 2,269 5,025
平成21 732 659 491 511 329 2,722 2,051 4,773
平成22 792 635 503 478 305 2,713 2,013 4,726
平成23 739 652 432 458 295 2,576 1,905 4,481
注1) 『交通安全白書』及び『交通事故統計年報』より
年
安全運転義務違反
その他の交通違反 合計
【資料3-5】安全運転義務違反に起因する交通死亡事故件数
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